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研究要旨 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と政策還元 

1.首都圏では、MSMの検査促進に協力のあった保健所を、阪神圏ではクリニックを定点とし、MSMが利用

する商業施設や Web サイトへの啓発介入により HIV 検査受検促進を図った。HIV 検査受検者アンケート

では、戦略研究独自の啓発資材認知がMSM受検者において特異的に上昇した。首都圏の定点保健所では、

受検者に占めるMSM割合および男性受検者のHIV陽性割合が上昇し、また2010年のエイズ患者報告数は

推計値より 16.1%減少した。阪神圏では定点クリニックの受検者に占める MSM 割合が上昇し、陽性割合

も5％と高かった。しかし、2010 年のエイズ患者報告数は推計値を超え、受け入れキャパシティの大き

い保健所等での受検体制を構築できなかったことが影響したと考える。 

2.首都圏で2ヵ月ごとに4種の介入資材を広報した「エイズ発症予防『できる！』キャンペーン」は、

商業施設を利用するMSMの過半数に訴求し、介入資材認知群は非認知群に比して、生涯および過去1年

間のHIV 検査受検割合が有意に髙く、また過去6ヶ月間のHIV やエイズに関する対話経験、周囲のHIV

感染者の存在認識の割合が資材認知に関連していた。 

3.エイズ予防のための戦略研究で開発され施行されたプログラムは、一部は厚生労働省の委託事業とし

て、また当研究班での継続研究として首都圏、阪神圏において継続され、また他の地域にも導入された。 

Ⅱ.地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画、実施に関する研究 

東北(仙台)、首都圏、東海(名古屋)、大阪、福岡、沖縄、愛媛の7地域のCBOは、地域の殆どの商業

施設と関係を構築した。CBOは、商業施設やメディア、Webなどのネットワークを介して、HIV感染とAIDS

発症を抑えるために、予防やHIV検査受検を啓発する資材等のアウトリーチを行った。またCBOは、地

域の MSM に向けたエイズ対策を促進するため、CBO と自治体・保健所等が連携する体制づくりを進め、

自治体・保健所のHIV抗体検査担当者へのMSM対応の研修会の実施や、保健所のHIV抗体検査をMSMに

向けて広報する資材を作成して商業施設へ配布する広報を行った。 

Ⅲ.MSMにおける行動科学調査および介入評価研究 

1.全国の成人男性を対象とした郵送法およびインターネットによる質問紙調査 

成人男性におけるMSMの割合は、2011年度郵送法調査では2.7％で2009年の同調査2.0％とほぼ同値

であった。インターネット調査では2011 年度 4.6%(成人男性回答数39,766 人)、2013 年度 4.1％(成人

男性回答数 28,214)とほぼ同値で、ゲイ向け商業施設を利用したことがある MSM は 34.6%(2011 年)と

35.9%(2013年)でほぼ同値であった。商業施設利用者は性感染症既往割合や感染リスク行動が高かった。 

2.コミュニティベースの携帯電話による性の健康に関する質問紙調査(GCQアンケート) 

MSM を対象にした横断調査に続き、間歇的に実施する追跡パネル調査は資材認知や行動の変化を把握

することが可能であり有用な手法である一方、参加者を拡大する工夫が必要である。 

3.MSMにおけるHIV/STD感染の動向に関する研究 

MSMにおいてB型肝炎は2011年(23例)、2012年(30例)に増加が見られ、梅毒は52(2003年)～71例

(2005年)の推移から、2008年132例に急増し、2012年は277例と増加していた。 



成人男性に占めるMSM割合、国勢調査に基づく人口、エイズ発生動向調査にあるMSMのHIV感染者、

AIDS 患者報告数から MSM 人口 10 万対の推定有病率、推定発生率を算出した。HIV 有病率は東京都が

1,438.8、次いで近畿555.6、東海384.8、九州258.8で、AIDS有病率は東京都が329.7、次いで東海161.2、

近畿139.4、九州97.4であった。HIV感染者発生率は九州、東海、中国・四国、近畿で上昇し、AIDS患

者発生率は、2011年に東海、九州が東京や近畿と同程度となっていた。 

20-59歳の出生年代別MSM推定人口および出生年代別HIV感染者・AIDS患者方向数を求め、出生年代

別HIV感染者発生率(10万対）および出生年代別AIDS患者発生率による年次動向を分析した。出生年代

別AIDS発生率の年次推移は1950年代生まれを除く年代は増加傾向であり、出生年代別HIV発生率は1980

年代生まれの若い年齢層で著しい増加が示された。 

4.保健所等のHIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

保健所等の受検者への質問紙調査を6地域83施設で実施し、受検件数の動向、MSMをはじめとする受

検者層の特性を把握した。いずれの地域も MSM 向け CBO 資材の認知は、MSM 受検者に特異的に高く、地

域によっては MSM 割合と CBO 資材認知が連動していた。HIV 陽性判明報告例のある保健所の受検者特性

としては MSM であること、居住地が他地域であることが挙げられた。HIV 陽性判明を想定した場合の受

診行動には、家族や周囲の友達の支援、相談先などの社会環境の整備が関連していた。一方でMSM や性

産業従事女性は家族への相談がしにくいと感じており、相談先などの社会環境の整備が重要と考えられ

た。郵送検査(1社)の受検者ではMSMの割合は6％程度であるが陽性の結果はすべて男性であった。郵送

検査では、初受検者割合、金銭を払った性経験や金銭をもらった性経験の割合などが保健所等の検査機

関の受検者に比べて高く、これらの受検者層が郵送検査を自発的に選んでいる傾向が伺えた。 

5.ロジックモデルを用いたCBOによるHIV啓発活動のプロセス評価 

CBO がプログラム対象についてどのように理解してプログラムを運営しているのかを記述し、スタッ

フが個々に有するアウトリーチプログラムへの理解を可視化し、モデルに基づいた評価指標を提示した。 

Ⅳ.自治体におけるMSMのHIV感染対策構築に関する研究 

研究班では、これまでの当事者参加型の体制に地域のエイズ担当者を加え、保健所等のHIV 検査体制

とCBOの広報活動の連動、受検者動向調査やMSMの行動調査等の分析結果を共有する体制を構築した。 
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A. 研究目的 

わが国ではHIV感染者/AIDS患者の大半を男

性同性間の性的接触(MSM)による感染が占めて

おり、その地域別報告数は、1985 年-2012 年ま

での累計では、東京都が 42.1％(4195/9972)

を占めているが、2008 年-2012 年の最近の 5

年間では 35.5％(1628/4580)である。AIDS 患者

でみると 33.6 ％ (773/2303) から 23.5 ％

(258/1096)と低下している。これには近畿、

東海、中国・四国、九州などの地域の AIDS 患

者数の増加が関連していると考える。本研究班

は、先行研究において、MSM の HIV 感染者、

AIDS 患者の推定有病率は MSM 以外の男性の 96

倍、33 倍と高いこと、MSM における AIDS 患者

の推定新規発生率は東京、近畿、東海が同程

度であり、他の地域も同値に近づきつつある

ことを報告した。MSM における HIV 感染は全国

的に同じような状況にあり、近年では HIV 感

染者とAIDS患者の報告に占めるAIDS患者の割

合が首都圏以外の地域で高いことが示されて

いる。MSM における早期検査と早期治療の促進

は、今後も MSM において AIDS 患者の増加が予

測されるため、首都圏に加え、他の地域でも

MSM に向けた取り組みは重要と考える。 

本研究班は、2002 年に MSM における HIV 感

染対策に関わる研究班として設置された厚生

労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業「男

性同性間の HIV 感染予防対策とその推進に関

する研究」が前身となっている。1998 年、MSM

に向けたセクシュアルヘルス増進を啓発する

大阪地域の男性同性愛者等で構成する地域ボ

ランティア団体(以下、CBO)・MASH 大阪が結成

され、続いて CBO・MASH 東京(後に RainbowRing

を経て現在の非営利活動法人 akta、以下 NPO・

akta)、そして福岡の CBO・Love Act Fukuoka(以

下 、 LAF) 、 名 古 屋 の CBO ・ Angel Life 

Nagoya(ALN)、仙台の CBO・やろっこ、沖縄の

CBO・nankr が結成され、各 CBO は地域の MSM

に向けて HIV/性感染症に関する啓発活動を展

開してきた。いずれの地域も、予防啓発のため

の啓発資材や啓発プログラムに関わる事業的

な予算は研究費を活用して作成され、CBO のボ

ランティアスタッフによるアウトリーチ活動

により、商業施設を介してその利用者である

MSM に届けられた。 

大阪、東京での CBO との協働によるコミュニ

ティベースの啓発介入は、クラブイベントに参

加する MSM において、HIV 検査受検行動、コン

ドーム使用行動、コンドーム購入行動が向上す

るといった成果をもたらした。この成果の背景

には、東京、大阪に CBO の啓発活動拠点として

コミュニティセンターakta、および dista が試

行的に設置されたことがあり、センターは他の

地域にも増設された。 

こうした MSM へのコミュニティベースの取

り組みが進められる一方で、MSM での HIV 感染

者、AIDS 患者が増加し続けたことを背景に、

2006 年から 5年間で「対象層における検査を 2

倍に増やしエイズ発症者を 25％減らす」こと

を研究のアウトカムに指定された「エイズ予防

のための戦略研究」(以下、戦略研究)が開始さ

れた。予め研究のアウトカムを指定し、それに

挑戦する研究者を募る新しいタイプの公募研

究である。課題１「首都圏および阪神圏の男性

同性愛者を対象とした HIV 抗体検査の普及強

化プログラムの有効性に関する地域介入研究」

では、「男性同性愛者等の HIV 抗体検査件数を

2倍に増加させ、エイズ発症患者を 25%減少さ

せる」ことを成果目標とし、「男性同性愛者を

対象とした効果的な啓発普及・広報戦略を策定

し、HIV 抗体検査受検者数・AIDS 発症者を指標

としてその効果を検証する」ことを目的に開始

した。首都圏および阪神圏の MSM に向けた HIV

検査促進のための広報介入は最終年度(2010

年度)まで行われ、また介入評価のための調査

も最終年度末(2011 年 3 月)まで続いた。その

ため主要評価、副次評価項目に関する最終分析

を本研究班で継続することとなった。 

戦略研究では、東京、大阪の CBO/NPO が持つ

商業施設とのネットワークをベースにした

MSM への啓発、そして自治体・保健所等との

連携による検査環境構築と受検行動の促進、

HIV 陽性者への相談等の支援環境の構築など

が取りまれ、MSM へのエイズ対策として一定の

成果を得ていたことから、戦略研究で開発・実

施された一部のプログラムは、厚生労働省委託



事業「同性愛者等の HIV に関する相談・支援事

業」および厚生労働科学研究費補助金エイズ対

策研究事業による当研究班において継続され

ている。なお、各地域で試行的に進められてい

たコミュニティセンターは、2011 年度から「同

性愛者等の HIV に関する相談・支援事業(コミ

ュニティセンター事業)」として事業化され、

公益財団法人エイズ予防財団が受託し、6地域

のCBOと共にセンター運営とMSMに向けた啓発

活動が行われるようになった。 

以上の経緯から、本研究班では、MSM の早期

受検を促進し AIDS 患者発生を減少させるとと

もに、予防行動の向上により HIV 感染の拡大

を抑えることを目標とし、各地域の CBO と協

働し、同性間の HIV 感染対策事業として実施

されているコミュニティセンターを基軸に

MSM のソーシャルネットワークを活用したコ

ミュニティベースの介入とその評価研究を行

うこととした。さらに、地域自治体エイズ担当

者との連携を図り、MSMのHIV感染対策の行政

施策導入を促進することとした(図 1)。 

本報告では、以下の 3年間の研究を報告する。 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元 

Ⅱ.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究 

Ⅲ.MSM の行動科学調査および介入評価研究 

B. 研究方法 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元 

1. 2011 年度の研究報告 

1)エイズ予防のための戦略研究の評価と政策

還元(1)エイズ予防のための戦略研究の成果 

分担:木村哲、岡慎一、市川誠一、金子典代、

塩野徳史、高野操、岩橋恒太 

「首都圏および阪神圏の男性同性愛者を対

象とした HIV 抗体検査の普及強化プログラム

の有効性に関する地域介入研究」で行われた内

容を総括し、保健所やクリニックで実施したア

ンケート調査、および MSM 集団を対象としたア

ンケート調査から主要評価項目、副次的評価項

目を分析し有効性を評価した。 

 

2)エイズ予防のための戦略研究の評価と政策

還元（2） 

分担:岡慎一、高野操 

戦略研究の評価のため、首都圏及び阪神圏の

保健所・公的 HIV 検査機関やクリニックで実施

したアンケート調査から、検査件数、受検者中

の MSM 割合の年次推移、エイズ発症者数の推計

値と報告値の比較を行った。 

 

2. 2012 年度の研究報告 

1)首都圏における商業施設を介した啓発介入



「エイズ発症予防“できる！キャンペー

ン”」の効果について(2012 年度報告) 

分担:木村哲、岡慎一、塩野徳史、 

金子典代、岩橋恒太、市川誠一 

2010 年に 2 カ月ごとに展開した「エイズ発

症予防『できる！』キャンペーン」（以下、「で

きる！キャンペーン」）の 4 種の Web、ポスタ

ーの画像認知率は 62.7%、49.0%、46.6%、43.6%

と高く、また 4種のポスター認知群の受検経験

率は非認知群に比して高く、また認知するポス

ターの種類が多いほど受検経験率が高い結果

であった。本研究報告では、配布地域による商

業施設利用者の差異を検討すること、予防介入

プログラムと関連する要因を明らかにするこ

とを目的に、配布地域と社会属性やキャンペー

ン認知、先行研究によって MSM の検査行動に関

連が示されている項目から性行動および UAI

（Unprotected Anal Sex）、HIV や AIDS に関す

る知識や意識、友達とのエイズに関する対話経

験、過去 1年間の HIV 抗体検査受検経験との関

連を検討した。 

 

2)2007年-2010年 HIV抗体検査受検者を対象

とした質問紙調査-「5 分間アンケート」結

果報告 

分担:岡慎一、木村哲、市川誠一、 

金子典代、塩野徳史、高野操 

戦略研究の期間を通じて協力が得られた研

究協力施設のうち、欠損値の少なかった施設を

分析対象とし、施設別に分析集計を行い、協力

施設別の結果を「5分間アンケート結

果報告書」として全協力機関に還元し

た。首都圏では保健所および公的検査

機関 80 施設、医療機関 7施設、阪神

圏では保健所および公的検査機関 29

施設、医療機関 8施設の計 124 施設で

あった。2007 年 10 月から 2010 年 12

月の間の HIV 抗体検査受検者の動向

について、4半期毎の経時的な推移を

示した。 

 

3. 2013 年度の研究報告 

1)戦略研究で開発、実施されたプロ

グラム等のその後の活用について 

分担:市川誠一、木村哲、岡慎一、高野操、 

金子典代、塩野徳史、岩橋恒太、 

生島嗣、荒木順子、鬼塚哲郎、 

後藤大輔、町登志雄、川畑拓也、 

岳中美江 

戦略研究で開発・実施された一部のプログラ

ムは、厚生労働省委託事業「同性愛者等の HIV

に関する相談・支援事業」および厚生労働科学

研究費補助金エイズ対策研究事業による当研

究班において継続されており、これらの事業、

研究の成果を示した。 

 

Ⅱ.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究 

厚生労働省委託事業「同性愛者等の HIV に関

する相談・支援事業(コミュニティセンター事

業)により 6地域に設置されているコミュニテ

ィセンターを拠点として地域の MSM に啓発活

動を行っている CBO、および四国地域で啓発

活動を行っている CBO と協働し、各々の地域

の MSM ネットワークを活用した予防啓発の企

画、実施を行った(図 2)。 

また保健所等やクリニックとの関係構築

(2011 年度)、MSM 対応の検査等に関する意見

交換、エイズ担当者研修会の実施協力などを

通じて、MSMのHIV検査受検を促進する環境を

整備し(2012 年度)、これと連動した広報によ

り検査促進を図った(2012－2013 年度)。 

MSM の行動科学調査および介入評価調査と

1）インターネット横断・パネル調査（東北/首都/東海/近畿/福岡/沖縄/愛媛）
・コミュニティにおけるMSMの啓発認知/予防行動/検査行動/予防規範等
・プログラム認知と行動に関する追跡調査による効果評価

2）保健所等ＨＩＶ受検者調査 ・受検者中MSM割合/陽性割合/資材認知等

3）MSMのHIV/性感染症発生動向 ・発生動向調査におけるMSMの動向分析

図2 地域のMSMにおける感染対策企画、実施、評価体制

○地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画、実施

○MSMの行動科学調査および介入評価研究
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商業施設
/Web等

自治体/保健
所等との協働
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○自治体におけるMSMのHIV感染対策構築に関する研究



して、携帯電話による性の健康に関する質問

紙調査(横断調査)が7地域のCBOがアウトリー

チ活動をしているゲイコミュニティをベース

に実施された。また、四国を除く 6地域では、

保健所等公的 HIV 検査機関の検査件数調査、

受検者への質問紙調査を実施し、受検者中の

MSM 割合等を把握した。 

各地域の研究分担及び研究協力者/CBO は以

下の通りである。 

1)東北地域の MSM における HIV 感染対策の企

画、実施に関する研究-分担：伊藤俊広、

太田貴(CBO・やろっこ)、他 

2)首都圏の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究-分担：市川誠一、荒木順

子(NPO・akta)、生島嗣(NPO・ぷれいす東

京)、他 

3)東海地域の MSM における HIV 感染対策の企

画、実施に関する研究-分担：内海眞、石

田敏彦（CBO・Angel Life Nagoya）、他 

4)近畿地域の MSM における HIV 感染対策の企

画、実施に関する研究-分担：鬼塚哲郎、

後藤大輔(CBO・MASH 大阪) 、岳中美江

NPO・CHARM)、他 

5)福岡地域の MSM における HIV 感染対策の企

画、実施に関する研究-分担：山本政弘、

牧園祐也(CBO・Love Act Fukuoka) 、他 

6)沖縄地域の MSM における HIV 感染対策の企

画、実施に関する研究-分担：健山正男、

金城健(CBO・nankr 沖縄) 、他 

7) 愛媛県在住の MSM における HIV に関連した

状況に関する研究-分担：市川誠一、塩野

徳史、新山賢(CBO・HaaT えひめ)、他 

 

Ⅲ.MSM の行動科学調査および介入評価研究 

1.成人男性に占める MSM 割合と行動に関する

研究 

1)全国の成人男性を対象とした郵送法による

質問紙調査(2011 年度) 

分担：金子典代、塩野徳史、市川誠一 

社団法人 B 社の所有するマスターサンプル

から抽出した成人男性(20－59 歳)4,000 人を

対象に、性指向、検査行動、情報との接触、

知識等について郵送法による質問紙調査を実

施した（2011 年度）。性指向別にみた成人男

性の HIV 感染症の検査受検経験、知識、身近

さ、情報認知の実態について、2009 年と 2012

年の調査結果を比較した(2012 年度)。 

 

2)全国の成人男性を対象としたインターネッ

トによる質問紙調査(2011 年度) 

分担：塩野徳史、金子典代、市川誠一 

住民基本台帳を基に 47 都道府県の年齢階級

で層化して求めた20歳から59歳の男性の数に

基づき A社保有のニター登録者（調査実施時点

の 20 歳から 59 歳のモニター登録者数は

1,053,549 人）から 40,120 人を抽出し、同性

間性的接触を有した男性（MSM）をスクリーニ

ングするインターネット調査を行い、MSM 割

合を明らかにした。スクリーニング調査では

40,090 人の回答があり、MSM であった 1,853

人を対象に本調査を実施し、1,520 人の回答

を得た。 

この調査から、全国の MSM 割合の分布、推

定 MSM 人口に基ずく HIV 有病率、AIDS 有病率

等を算出し、MSM については、生涯における

ゲイ向け商業施設利用経験、検査行動、性感

染症既往歴、周囲のHIV感染者の有無、過去6

ヶ月間の HIV やエイズに関する対話経験、性

行動などを分析した(2012 年度)。 

 

3)全国の成人男性および成人女性を対象とし

たインターネットによる質問紙調査(2013

年度) 

分担：塩野徳史、金子典代、市川誠一 

2011 年度に実施した全国の成人男性を対象

としたインターネットによる質問紙調査と同

様の手法で、2012 年国勢調査を基に 47 都道府

県の年齢階級で層化して求めた 20 歳から 59

歳の男性・女性の数に基づき A社保有のニター

登録者（調査実施時点の 20 歳から 59 歳のモニ

ター登録者数は2,074,265人）から男性31,192

人、女性 30,682 人を抽出し、スクリーニング

調査を行った。スクリーニングは、「これまで

に性的魅力を感じた相手の性別」「これまでに

性的接触を持った相手の性別」「相手に金銭を

払って性交渉をした経験(生涯と過去 6カ月)」



「相手から金銭をもらって性交渉をした経験」

を尋ねた。 

2 次調査は、①生涯の性交相手が異性のみで

生涯にお金を払った性交経験もお金をもらっ

た性交経験もない男性(以下、成人男性)、②生

涯の性交相手が異性のみで生涯にお金を払っ

た性交経験もお金をもらった性交経験もない

女性(以下、成人女性)、③生涯の性交相手が同

性または両方である男性（以下、MSM）、④生涯

の性交相手が同性または両方である女性（以下、

WSW）、⑤生涯の性交相手が異性のみで生涯にお

金を払った性交経験はあるがお金をもらった

性交経験はない男性(以下、SW 利用男性)、⑥

生涯の性交相手が異性のみで生涯にお金をも

らった性交経験がある女性(以下、SW 女性)と

した。2011 年度調査と同様に、MSM 割合の分布、

MSM の生涯におけるゲイ向け商業施設利用経

験、検査行動、性感染症既往歴、周囲の HIV

感染者の有無、過去 6ヶ月間の HIV やエイズに

関する対話経験、性行動などを分析した。 

 

2.MSM 集団の横断調査及び追跡パネル調査 

分担：金子典代、塩野徳史、市川誠一 

伊藤俊広、太田貴、荒木順子 

岩橋恒太、生島嗣、内海眞 

石田敏彦、鬼塚哲郎、後藤大輔 

山本政弘、牧園祐也、健山正男 

金城健、新山賢 

2011 年度、コミュニティベースの携帯電話

による「MSM を対象とする性の健康、HIV/AIDS

感染予防行動に関する質問紙調査－GCQ アン

ケート」(以下、性の健康に関する質問紙調査

-GCQ アンケート)において、横断調査の後に

同一人を間歇的に調査する追跡パネル調査に

連動する調査手法を開発し、沖縄、福岡、大

阪において CBO を基軸とした横断調査、追跡

パネル調査参加者への調査を試行した。四国

地方の MSM を対象に啓発活動をして CBO(HaaT

えひめ)と協働して質問紙調査を実施し、愛媛

県在住の MSM における状況を把握した。  

2012年度は、GCQ横断調査を6地域で実施し、

間歇的に4回のパネル調査を実施しCBO活動を

評価手法としての有用性を試行した。愛媛地

域の MSM における行動調査を継続評価した。 

2013 年度は、前年度同様に 6 地域で横断調

査とパネル調査を実施し、愛媛地域の MSM に

おける行動調査も継続した。横断調査後、CBO

の啓発介入プログラムに連動させ 3-4 回のパ

ネル調査を予定したが、予算縮減により 2 回

の実施となった。 

 

3.HIV 抗体検査受検者における特性と介入の

効果評価に関する研究 

分担：市川誠一、塩野徳史、佐々木由理、 

金子典代、伊藤俊広、太田貴、 

荒木順子、岩橋恒太、生島嗣、 

内海眞、石田敏彦、鬼塚哲郎、 

後藤大輔、山本政弘、牧園祐也、 

健山正男、金城健 

6 地域の保健所等の受検件数調査および受

検者への質問紙調査の体制構築を 2011 年度か

ら取り組み、2012 年度からは、6 地域(8 都府

県)83 機関で調査を実施する体制とした。性

別の受検者数、陽性件数等の分析、受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の動向分析、そし

て地域の CBO による啓発普及プログラムの認

知動向を分析し、MSMのHIV感染対策の企画と

実施を評価した。2013年度は12月エイズデー

での HIV 検査促進による受検者動向の把握を

計画したが予算縮減で 9月末で終了した。 

 

4.MSMにおけるHIV/STD感染の動向に関する研究 

分担：多田有希、塩野徳史、金子典代 

MSM における HIV/AIDS を含む性感染症対策

に資することを目的に、「感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律」に基づ

き実施されている感染症発生動向調査におい

て、性的接触が感染経路となる全数把握疾患

の「同性間性的接触による感染と報告された男

性」の発生動向について、報告数の推移等を検

討した。また、報告年と年齢から出生年代を

推定し、層化抽出成人男性を対象としたイン

ターネット調査から得た推定 MSM 人口を基に、

出生年代別 HIV 発生率、AIDS 発生率を求め、

年次推移を評価した。 

 



5. MSM の HIV 感染に関与する社会学的背景お

よび感染対策に寄与する要因―ロジックモ

デルを用いた CBO による啓発活動のプロセ

ス評価― 

分担：本間隆之、荒木順子、後藤大輔 

牧園祐也、他 

本研究では外部者による体系的な評価を支

援するために、CBO が実施する啓発プログラ

ムをロジック分析し、効果的な取り組みの体

制を CBO と共に検討した。2011 年度は東京、

福岡地域で、2012 年度は大阪地域で CBO と協

働してロジック分析を行った。2013 年度は

NPO・akta のアウトリーチ活動のプロセス評

価を取りまとめた。 

 

6.自治体におけるMSMのHIV感染対策構築に関

する研究 

協力:中澤よう子、木村博和、川畑拓也、他 

ゲイCBOと行政の連携協力によるMSMの早期

検査・治療・支援を促進する啓発普及を図る

と共に、保健所等の受検者質問紙調査および

MSM 集団のパネル調査等による受検行動や予

防行動に関する分析結果を共有し、MSM の HIV

感染対策の企画、実施、評価の体制整備に関

する研究プロセスを協働することで、地方行

政でのMSMのHIV感染対策について検討した。 

 

7.倫理面への配慮 

当事者や CBO と連携して調

査等の内容を検討し、対象

者を含めゲイコミュニティ

ヘの倫理性を配慮しつつ研

究を進める。調査等を実施

するにあたっては、研究代

表者の所属施設(名古屋市立

大学看護学部)の倫理委員会

の審査承認を受けた。 

 

 

 

 

 

 

C.研究結果 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元 

1.エイズ予防のための戦略研究の成果 

首都圏(東京都、神奈川県、千葉県)および

阪神圏(大阪府、兵庫県、京都府）の MSM を対

象者に、首都圏では保健所を、阪神圏ではク

リニックを定点にして、MSM が利用する商業

施設やWebサイトへの啓発介入により、HIV検

査の受検促進が図られた。戦略研究の啓発資

材は両地域で MSM 受検者に特異的に認知され、

訴求性が示された。 

首都圏の保健所等の HIV 検査受検者(87,531

件)に占める MSM 割合は、定点保健所等では

2007 年 8.3%から 2010 年 13.4%（第 4四半期）

に、定点以外の保健所等でも 5.2%から 8.4%に

上昇した。首都圏のクリニックの HIV 検査受

検者(4,641 件)に占める MSM 割合は、2008 年

6.5%、2009年8.7%、2010年5.8%で変化はなか

った。2009 年～2010 年の保健所等の受検者を

みると、定点保健所の MSM 割合は、6.2％から

13.4％に上昇し MSM 受検者数(推定値)も増加

した。また男性受検者のHIV陽性割合も0.33％

から 0.87％に上昇した(図 3)。定点以外の保健

所では、MSM 割合がやや上昇したが、MSM 受検

者数(推定値)は増加せず、男性受検者の HIV

陽性割合も変化はなかった。2010 年のエイズ

患者報告数は推計値より 16.1%減少した。 

3

図3  定点保健所と非定点保健所のMSM割合、
MSM受検者数、陽性割合の比較(2009-2010年) 

できるキャンペーン
2ヵ月ごと繰返し



阪神圏では保健所の HIV 受検者(25,440 件)

における MSM 割合は、2007 年 12.1%、2008 年

7.9%、2009年6.5%、2010年9.1%で、変化はな

かった。クリニックの HIV 検査受検者(3,420

件)に占める MSM 割合は、2007 年 5.7%、2008

年 14.1%、2009年 21.0%、2010年 23.1%と上昇

し(図 4)、HIV 陽性割合も高く、全体では 5％

であった。定点クリニックでは MSM の受検者数

が増え、陽性割合も高かった一方で、2010 年

のエイズ患者報告数は推計値を超えた。阪神

圏では、検査キャパシティの大きい保健所等

で MSM の受検機会を拡大する体制を構築でき

なかったことが影響したと考える。 

 

2.首都圏における商業施設を介した啓発介入

に関する評価研究-「エイズ発症予防『でき

る！』キャンペーン」の効果について- 

首都圏では、MSMのHIV検査受検促進キャン

ペーンの受け入れができる保健所を紹介する

「あんしん HIV 検査サーチ」を相談等支援情報

サイト「HIV マップ」と連動した広報体制

を確立し、2009 年からは「エイズ発症予防

『できる！』キャンペーン」を開始した。

2010 年度には年間を通しての「エイズ発症

予防『できる！』キャンペーン」普及計画

をたて、2 か月ごとに異なる資材を作成し、

様々な媒体を介して、多様な MSM に向けて

提供した。首都圏で行われた介入プログラ

ムの効果を、接触群、非接触群に分けて地

域別（新宿地域、新橋地域、上野浅草地域、

横浜地域）に分析した。 

広報した 4種の介入資材を 1つ以上認知

している割合は、新宿地域が最も高く

71.9％、次いで新橋地域 67.7％、横浜地

域 62.0％、上野浅草地域 59.3％であった。

介入資材の認知群は、非認知群に比べて生

涯および過去 1 年間の HIV 検査受検割合が

高いことが示され(図 5)、「エイズ発症予

防『できる！』キャンペーン」の啓発介入

の効果が示唆された。 

また、介入資材の認知群は、過去 6 ヶ月

間の「HIV やエイズに関する対話経験」や

「周囲の HIV 感染者の存在認識」の割合が

非認知群に比して有意に高いことが 4 地域で

示され、Living Together を基軸とした啓発

介入の効果が示唆された。 

 

3.戦略研究で開発、実施されたプログラム等

のその後の活用について 

戦略研究で地域ボランティア団体(以下、

CBO)や特定非営利活動法人(以下、NPO)と共に

開発・実施したプログラムや調査研究の一部

は、厚生労働省委託事業「同性愛者等の HIV

に関する相談・支援事業」および厚生労働省エ

イズ対策研究事業「MSM の HIV 感染対策の企画、

実施、評価の体制整備に関する研究(以下、

MSM 対策研究)」班にて継続された。 

1)首都圏地域において戦略研究を継承して取

り組まれた事業と研究 

(1)MSM 首都圏グループによる取り組み 

NPO 法人ぷれいす東京と NPO 法人 akta は協

働体制「MSM 首都圏グループ」を構築し、地域

の行政・保健所等、医療機関と連携し、MSM
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の HIV 抗体検査受検行動を促進するプロジェ

クト「ヤロープロジェクト」を展開した。東京

都、神奈川県、千葉県、埼玉県を介入地域と

し、①エイズ対策事業に関する意見交換会、

②保健所等の HIV 抗体検査担当者への研修会、

③MSM 向け相談が対応可能な CBO/NPO 等の相

談窓口を紹介するインターネットサイト「HIV 

マップ」、④首都圏の MSM を対象とした HIV

抗体検査普及のための冊子「ヤローページ」の

開発と普及を実施した。「HIV マップ」は、

2011 年度から厚生労働省委託事業「同性愛者

等の HIV に関する相談・支援事業～同性愛者

等向けホームページによる検査相談等情報提

供」として継続された。 

 

(2)保健所等の HIV 検査担当者研修会の継続と

実施地域の拡大 

保健所等の HIV 検査担当者を対象としたセ

クシュアリティ理解、MSMやHIV陽性者への対

応に関する研修会は、戦略研究後も東京都、

神奈川県、千葉県で継続され、埼玉県、仙台

市、沖縄県、愛媛県、長野県でも実施した。 

 

2)阪神圏地域において戦略研究を継承して取

り組まれた事業と研究 

(1)クリニック検査キャンペーンの継続 

CBO・MASH大阪は保健所等のHIV検査受検者

が減少している現状から、戦略研究で開発し

たクリニック検査キャンペーンを大阪府「地域

医療再生基金事業」により継続し、MSM に受検

しやすい HIV/STI 検査受検機会を提供した。 

 

(2)HIV 陽性者のための支援プログラム「HIV

サポートライン関西 

戦略研究で初めて近畿地域に設置された

HIV 陽性者のための支援プログラム「HIV サポ

ートライン関西(HIV 陽性の人とパートナー・

家族のための電話相談)」および「ひよっこク

ラブ(HIV 陽性とわかって間もない人のための

少人数制のグループ・プログラム)」が厚生労

働省の委託事業としてNPO法人CHARMによって

継続された。 

 

(3)阪神圏における CBO/NPO・行政連携 

大阪地域におけるMSMのHIV予防と検査をめ

ぐる環境を向上させることを目的として、

CBO/NPO と地域のエイズ担当者が一堂に集ま

るプロフェッショナル・ミーティング(PM)が

企画された。 

 

3)保健所等の HIV 検査の動向および受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の把握 

戦略研究で導入された保健所等の HIV 検査

受検者アンケート調査(改定版)は 8 都府県 11

自治体（沖縄県、東京都、愛知県、名古屋市、

大阪府、大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、

福岡市、仙台市）において、2011年は27施設、

2012 年は 82 施設、2013 年は 81 施設で実施さ

れ、MSM 割合、MSM 受検者における CBO/NPO 活

動や資材の認知割合の推移が分析された。 

 

4.考察 

戦略研究では、MSMを対象にHIV検査を促進

するにあたり、検査で陽性と分かったり、HIV

検査に不安を抱いている人に対しての、相談

等を含めた支援体制を事前に検討し、首都圏

では「HIV マップ」、阪神圏では HIV 陽性者の

ための電話相談やピアグループミーティング

を設置した。さらに、HIV 検査担当者に向け

た講習会を独自に企画し、自治体や保健所と

共同して実施した。こうした取り組みは、 

MSMに向けて積極的なHIV検査広報活動を行う

にあたって大切な準備であったと考える。 

首都圏および阪神圏における MSM に向けた

広報戦略はMSMに訴求性を示した。CBO/NPOの

献身的な取り組みによるところが大きく、そ

の活動を可能とした戦略研究費によるところ

でもある。首都圏で初めての啓発となった上

野・浅草、新橋地域は、新宿地域より年齢層が

高いことがバー顧客調査から示され、エイズ患

者が高年齢層で多いことからも、これらの地

域の啓発活動はエイズ患者発生を抑える上で

重要な対象地域といえる。戦略研究の終了で

MSM の間で HIV/AIDS への関心が薄れることが

無いように一層の取り組みが必要である。 

 



Ⅱ.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究 

1.東北地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画

と実施に関する研究 

 

2011 年度～2013 年度の 3年間、仙台市繁華

街のドロップイン施設（community center 

ZEL：2010 年 3月開設）が活動拠点となり、東

北地域の MSM における HIV 感染拡大抑制のた

めの企画立案・実施・評価研究がなされた。

2011年 3月 11日に東日本大震災が発生し、本

研究はその復興期の初期 3年と重なる。 

2011 年度は震災による影響でゲイコミュニ

ティにおけるイベントの中止、ゲイビーチの

喪失、商業施設の減少、コンドーム配布数減

少（4,250 個→1,950 個）等が見られ、アウト

リーチ活動に制限が生じた。しかし、ZEL 来

館者は会館時間を延長することにより増加し、

GCQアンケートによればHIV抗体検査の過去１

年間の受検率が 32%と最高値を呈した。 

2012 年度は復興需要に合わせ仙台市への人

口流入が生じ、HIV 感染拡大が懸念された。

ZEL 来館者は 1,332 名（2012 年 12 月）と前年

度同時期の 91%にとどまり、新規来館者数も

59%と減少した。情報提供のための ZEL 新規企

画「HIV 陽性者と語ろう」は、毎回 HIV 陽性者

の参加があり、陽性者と話す機会の少ない

MSM にとってニーズを満たす企画となった。

他県（岩手/盛岡市）へも啓発範囲を拡げ、HIV

即日検査会の MSM 向け告知資材（フライヤー）

を同市商業施設に配布できた。さらに定期的

コンドーム配布に加えハッテン場での配布も

開始した。保健所検査受検者を対象にした

質問紙調査やインターネット横断調査・追

跡パネル調査(GCQ アンケート)により仙台市

の MSM 特性、広報資材の認知程度が明らかと

なり、MSM の HIV 抗体検査の過去１年間の受

検率が最高（35%）となっていること、コン

ドーム常用率が 30～55%と低く特に友達やセ

クフレで使用割合が低いことが解った。 

震災から 3 年目の 2013 年度は、仙台市へ

の人口流入が依然として続いた。ZEL の周知

を考慮したフリーペーパーや、コンドーム

使用を呼びかけるポスター・カードの作成配

布、種々のイベント・バレーボール大会など

を介して啓発活動が行われ、宮城県内 6 保健

所で HIV 抗体検査受検者を対象に実施した質

問紙調査では、受検者に占める MSM 割合は

2012 年 10.4％から 2013 年 12.3％とやや増加

した。また仙台市によれば HIV 抗体検査受検者

に占める MSM 割合は 2008 年 4.5％、2009 年

5.0％、2010年 5.8％、2011年 7.5％、2012年

10.1％と上昇し、さらに MSM 向けに CBO が広報

した即日検査会では、MSM割合は2010年 12月

実施が10％であったのに対して2013年 6月実

施は 28％と著しい増加となった(図 6)。 

 

(まとめ) 

東北(仙台）のゲイコミュニティへ向けた啓

発（企画、実施、評価）の体制作りが ZEL を中

心とした活動により進みつつある。保健所受検

者に占める MSM 割合が増加し、特に仙台市エイ

ズ即日検査会で MSM の受検者割合が顕著に上

昇したことは、コミュニティセンターを中心と

した CBO の啓発活動と自治体・保健所との連携

による検査環境構築の成果の現れと言える。 

東北地域では、HIV/AIDS に占める AIDS 患者

の割合が高く、2011～2013 年度の 3 年間で東

北において報告された新規 HIV 感染者は 87 人

（累計数 408 人→495 人）、AIDS 患者割合は

40%を越えている。AIDS 患者の発生を抑え、ま

た感染拡大を抑えるためには、抗体検査の実施

機会を増やし早期診断を促し早期に治療をお

こなう必要がある。MSM を対象とした啓発活

動はさらに重要性を増している。 

図6 東北地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画と実施
-NGO・保健所連携による即日検査でのMSM割合の増加-
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2.首都圏のMSMにおけるHIV感染対策の企画と

実施に関する研究 

 

啓発普及活動は、コミュニティセンター

akta を基点としたコミュニティベースの活動、

および特定非営利活動法人(以下、NPO 法人)

ぷれいす東京と NPO 法人 akta の協働体制であ

る「MSM 首都圏グループ」によって行われた。 

3ヶ年を通じ、首都圏居住のMSMを対象とし

た、支援・相談体制の継続、HIV 抗体検査の

啓発普及の強化、さらに HIV 感染予防プロジ

ェクトの企画と実施を通じて、エイズ発症者

の減少と HIV 感染の拡大防止を目的とした取

り組みを行った。戦略研究で構築した成果を

継続、整理し、また残された課題や介入する

ターゲット層を明確にして取り組んできた。 

 戦略研究を契機に構築したネットワーク、

すなわちコミュニティにおける啓発活動を促

進するキーパーソン、ゲイ向け商業施設・ゲ

イ向けメディア等とのネットワーク、MSM が

あんしんして受検できる HIV 抗体検査環境を

整備・促進するための行政、保健所、公的

HIV 検査機関や医療機関とのネットワーク、

そして地域の多様なニーズに応える支援を行

う CBO/NPO とのネットワークについて、継続・

強化するために表 1のことを実施した。 

 

1)エイズ対策事業に関する意見交換会 

2011 年度より開始した意見交換会は、厚生

労働省の定める年 2 回の検査普及週間(6 月、

12 月)にあわせて実施した。首都圏における各

自治体担当者、協力保健所・公的 HIV 検査機関

等を対象に意見交換会参加を呼びかけ、①MSM

首都圏グループの取り組みと成果の報告、②保

健師(検査担当者)を対象とする研修会の説明、

③首都圏居住の MSM を対象とする、HIV 検査促

進の啓発資材「ヤローページ」の企画説明と臨

時・定例検査情報の提供依頼、④HIV 受検者ア

ンケートの説明および速報と協力依頼、⑤各地

域担当者との情報交換を行っている。 

CBO/NPO と自治体、保健所・公的 HIV 検査機

関との行政区域を越えた意見交換の場は、経験

の共有にとどまらず、MSM を対象とした HIV 検

査普及のための体制づくりにつながった。 

 

2)HIV 検査担当者を対象にした研修会 

東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の HIV

検査担当者を対象に各自治体と協働して実施

した。内容は HIV 陽性者やその周囲の人々の書

いた手記リーディング、セクシュアリティ理解、

首都圏の MSM における HIV 感染の疫学動向、そ

して MSM 受検者や HIV 陽性者への相談・対応に

関する当事者参加による模擬体験である。 

 

3)検査普及資材「ヤローページ」 

MSMが利用する首都圏のゲイ向け商業施設お

よびその周辺地域のマップと、MSM が安心して

受けることのできる保健所・公的 HIV 検査施設

情報、HIV の基礎知識、支援・相談情報を掲載

した啓発冊子を商業施設に配布した。掲載する

商業施設、保健所等検査施設にはガイドライン

を設けた(図 7)。 

 

4)相談体制の整備と広報 

「HIV マップ」は、戦略研究終了後に厚生労

働省委託事業となり、現在は NPO・akta が運営

1)首都圏のエイズ対策事業に関する意見交換会
2)保健所等のHIV検査担当者対象の研修会
3)MSMのHIV検査受検行動促進のための啓発プロジェクト

「ヤロープロジェクト」
4)HIVのリアリティを伝えるLiving Togetherプロジェクト

の新たなアプローチ
5)HIV感染予防啓発のためのセーファーセックス

キャンペーン
6)支援・相談体制(ウェブサイトHIVマップ)
7)コミュニティセンターaktaの継続的な運営とゲイコミュ

ニティへの普及啓発
8)首都圏のMSM集団における啓発介入に関する評価調査

表1 首都圏のHIV感染対策の企画と実施
図7 ヤローページへの施設掲載基準

 商業施設掲載ガイドライ
・『ヤローページ』等、HIVや性の健

康に関する情報等の設置の協力

・MSM首都圏グループが企画・編集す
る『ヤ ローページ』への店舗情
報の掲載

・違法・脱法ドラッグの利用を禁止
している。

・違法・脱法ドラッグの販売を行っ
ていない。

 掲載店舗数(2012年11月発行分)

バー 244店舗

ハッテンスポット 23店舗

ゲイショップ 22店舗

 検査施設ガイドライン
・都県とMSM首都圏グループで実施

するMSM対応検査従事者に向けた
研修会への参加

・エイズ対策・HIV検査普及に関す
る意見交換会への参加

・施設でのMSM首都圏グループの資
材活用

・検査結果(陽性/陰性)の伝え方の
確認

 掲載施設数(2012年11月発行分)

東京都18施設 神奈川県20施設

千葉県 8施設 埼玉県 10施設

2012年度はコミュニティセン
ターのネットワークを活かし、
店舗情報を直接収集して掲載

2011年度は出版社から
店舗情報を購入し掲載



している。MSM に向けて HIV 検査普及啓発を行

うのに先だつツールとして、HIV 感染不安や

HIV 陽性告知後の不安等に対応した支援・相談

の情報を提供している。このサイトには、MSM

首都圏グループが紹介する保健所・公的 HIV

検査施設等の検査情報が「あんしん HIV 検査サ

ーチ」としてウェブ上での広報を行っている。

他に HIV/エイズの基礎情報を伝える「HIV/エ

イズガイド」、MSM と HIV に関する疫学情報等

を伝える「データでみる、ゲイ・バイセクシャ

ルと HIV/エイズ情報ファイル」などのコンテ

ンツを備えた総合情報サイトとなっている。 

 

5) HIV 感染予防啓発のためのセーファーセッ

クスキャンペーン 

ゲイコミュニティのキーパーソンとの連携

を構築、強化しながら、MSM の HIV の感染予防

の普及啓発に関して新規性と訴求性のあるメ

ッセージを発信するキャンペーンとプログラ

ムを新たに企画、実施した。2013 年度の「akta 

safer sex campaign 2013」では、首都圏地域

のバーなどゲイ向け商業施設(200 店舗)、ハッ

テン場(15 店舗)との協力関係を構築し、セー

ファーセックスのメッセージを伝えるカード、

オリジナルコンドーム、ポスター等を配布した。 

 

6)首都圏の MSM における啓発介入評価調査 

(1) HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

2013 年 1月～9月末の調査では、HIV 陽性判

明率は、南新宿検査・相談室が 0.9％と高く、

保健所等はその 1/2-1/3 であった。 

質問紙回答者に占める MSM 割合は東京都内

保健所(南新宿検査・相談室を除く)15.7％、南

新宿検査・相談室 27.1％、神奈川県内保健所

等 12.5％、千葉県内保健所 6.2％であった。 

首都圏チームの広報資材の認知割合、

HIV/STI や検査に関する知識の正答割合、相談

場所の認知割合は、どの地域においても MSM

が MSM 以外男性、女性の受検者層に比して高く、

MSMの首都圏のCBO活動や資材の認知割合は東

京都内や南新宿検査・相談室ではそれぞれ 30%

を超え、神奈川県内、千葉県内保健所において

も 20%以上であった。MSM は主に CBO 活動や資

材を通じて HIV や他の性感染症に関する情報

を得ていることが示唆された。 

 

(2)性の健康に関する質問紙調査-GCQアンケート 

NPO・akta が発信する資材等を「読んだ」、

「受け取った」の回答は、首都圏在住 MSM の

1/3 から 1/2 を占め、活動の継続による訴求の

高さが示されている。24 歳以下の年齢層は HIV

検査の受検意図を有する割合が 77.4％である

が、実際に受検した者は 58.5％と 20％ほど低

かった。この年齢層は、友人・知人での HIV

陽性者の存在を回答した割合も 30％と他の年

齢層より 10％以上低く、また予防行動では、

コンドーム常用率が他の年齢層と共に 40％台

であった。これらのことは、今後は MSM の若年

層への HIV 感染シフトに対応した啓発介入を

展開する必要があることを示唆している。 

 

(まとめ) 

MSM 首都圏グループでは、首都圏の自治体・

関係機関と地域における MSM のエイズ対策に

関する意見交換会を設け、対策の方向性を

CBO/NPO と行政が連携して検討し、検査普及や

予防啓発に取り組んできた。またこれらの普及

啓発は、コミュニティセンターakta を基点と

した顔と顔をあわせたアウトリーチ活動をは

じめとするコミュニティベースの取り組みを

通じたコミュニティとの連携に支えられてい

る。介入・啓発に安定的に取り組むことのでき

る予算、体制を維持し、継続的な予防行動促進

や受検行動を促進するキャンペーンと革新的

な検査普及プログラムの試行、 Living 

Together メッセージを中心とする HIV 感染の

リアリティを普及する取り組みが望まれる。 

コミュニティセンターakta を軸に継続して

きた啓発活動はMSMの1/3から1/2に訴求して

いる一方で、本研究班が推定した MSM の出生年

代別 HIV 感染者、AIDS 患者の年次発生率は、

若年層への HIV 感染のシフトが示されており、

これらの世代を含めた新たな啓発介入が必要

と考える。 



3.東海地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画

と実施に関する研究 

 

2000 年に CBO・Angel Life Nagoya（ALN）と

名古屋医療センター(旧国立名古屋病院)の医

療者が協働してMSMを対象にしたHIV感染予防

啓発活動を開始し、2002 年から当研究班に所

属した。ALN の活動はコミュニティセンター

rise の運営、啓発活動、無料 HIV 検査会の実

施、関係団体との連携構築、調査研究の 5分野

で実施された。2011 年度から 2013 年度の活動

とその評価は以下の通りである。 

 

1)コミュニティセンターrise の運営 

コミュニティセンターrise の運営は、従来

ALN 単独で実施してきたが、2011 年からは予防

啓発に関わるグループの代表や個人からなる

運営委員会を組織し、その協議のもとに運営す

ることとした。また、来場者誘致のために開場

時間の拡大やイベントの誘致を実施した結果、

来場者数は年々増加した。 

 

2)予防啓発活動 

啓発用コンドームを毎月、コミュニティペー

パーHANA を年 4 回名古屋市のゲイ向け商業施

設とイベント会場に配布した。2001 年から継

続している啓発イベント NLGR+（Nagoya 

Lesbian & Gay Revolution Plus）を 6月の第

一土日に開催してきた。本啓発イベントは従来

ALN が中心でボランテイアを募って実施して

きたが、2011 年からは有志からなる実行委員

会で実施した。 

 

3)無料 HIV 検査会の実施 

夏と冬にゲイ向けの無料 HIV 検査会を実施

した。夏は NLGR+に併設して実施している。夏

の検査会の受検者数（括弧内は HIV 陽性者数）

は 2011 年から順に，254 名（4名）、281 名（4

名）、408 名（11 名）で、冬の名古屋での検査

会は同様に 106 名（2 名）、94 名（2 名）、104

名（0名）であり、冬の岐阜での検査会は順に

24 名（1名）、23 名（1名）、36 名（1名）であ

った。検査会の前に電話とメールによる相談期

間を設け、研修を受けた担当者による事前検査

相談を実施した。 

 

4)関係団体との連携構築 

HIV 陽性者支援団体 Secret Base、セクシャ

ルマイノリティ支援団体 NPO 法人 PROUD LIFE、

薬物使用者支援団体 NPO 法人三重ダルク、名古

屋の HIV/AIDS 啓発団体 WADN（World AIDS Day 

in Nagoya）、名古屋市、愛知県、岐阜県、名古

屋医療センターと、多様な機関、団体と連携し

ている。 

 

5)調査研究 

愛知県内保健所の受検者調査と東海地区在

住の MSM を対象とした性の健康に関する質問

紙調査-GCQ アンケートでは、ALN の啓発資材が

受検促進に働いたが、行動変容には繋がらなか

った。名古屋医療センター並びに愛知県のデー

タでは AIDS 発症者が漸減しており、ALN の活

動には一定の有効性が見られたと考える。 

 

(まとめ) 

2001 年に自主的に始まった HIV 検査会は、

2002 年から本研究班の研究事業として継続し、

2008 年からは名古屋市の MSM へのエイズ対策

の一環として事業化され、名古屋医療センター

が受託して 6月と 12 月に実施することに発展

した。コミュニティセンターrise を軸に、

NLGR+および検査会のボランティアが募集され、

実施されており、様々な連携を構築している。 

愛知県内保健所の HIV 抗体検査の受検者を

対象にした質問紙調査と東海地域在住の MSM

を対象とした GCQ アンケートから、啓発資材に

接触した人々の HIV 検査の再受検率が高く、受

検促進への効果が示されている。名古屋医療セ

ンターでは、新規 AIDS 患者割合は 2009 年の

43.4％から 2013 年には 31.9％となった。2009

年まで AIDS 患者数の減少傾向は認められなか

ったが、その後は減少している。ALN が対象と

してきた層の多くは、ゲイ向けの商業施設を利

用する 20 台後半から 40 台半ばと考えられる。

新規AIDS発症者の多くが40代以上であるので、

これらの層への啓発が望まれる。 



4.近畿地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画

と実施に関する研究 

 

2011～2013 年度にかけて、MASH 大阪は以下

の啓発活動を企画・実施し、評価を行った。 

1)一次予防関連プログラム 

(1)コミュニティレベルのプログラム 

コミュニティペーパーSaL+(以下、SaL+)は、

エイズ予防/セクシュアルヘルス関連情報を前

面に押し出す方式を継続した。2011 年 4 月～

2014 年 1 月の間に、月平均で 188 店舗および

43団体に21.8名のボランティアが6,442部を

配布した。2012年 11月に中高年MSM層向け季

刊コミュニティペーパー「南界堂通信」を創刊

し、平均 22 名のボランティアが 197 店舗に

1,716 部を配布した。新世界地区で新たな商

業施設に配布が可能となり広いクライアント

層を獲得しつつある。 

 

(2)グループ・個人レベルのプログラム 

コミュニティスペース・dista（以下、dista）

関連事業として、2011 年 4月～2014 年 1月の

間に、月平均 628.8 名が来場、うち初来場者

数は月平均 60.3 名、期間中に 2,128 名となっ

た。相談件数は月平均 31.8 件であった。STI

勉強会は毎月趣向を変え工夫を凝らしたが平

均 4.9 名の参加者であった。若年層ネットワ

ーク構築支援プログラム「Step」を随時開催し

3年間で総計 381 名の参加があった。 

 

2)二次予防関連プログラム 

戦略研究後もクリニック検査キャンペーン

を継続し、MSM が安心して受診できるクリニ

ックでの検査機会を提供した。3年間で950名

のMSMが受検し29名(3.1％)が陽性であった。

2011 年度にゲイナイト(来場者 1,420 名)での

「郵送検査キット配布プログラム」を実施した。

対面の事前説明後に検査キットを受け取った

278 名のうち 100 名が実際に郵送検査を受け 5

名が陽性であった。キット使用後の相談対応

などを用意したが、医療機関受診の確認は困難

であった。この点では受検促進プログラムのモ

デル構築には至らなかった。2012 年度には無

料の「クリニックで HIV＆梅毒検査受けてみる

キャンペーン」を試行した。受検者は少なく受

検促進プログラムとはならなかった。 

 

3)三次予防プログラム 

①コミュニティセンター来場者のうち HIV 陽

性者に向けて相談支援を提供した。②NPO 法

人 CHARM が HIV 陽性者に提供するプログラム

「HIV サポートライン関西」「ひよっこクラ

ブ」の広報に協力した。 

 

4)介入プログラムの効果評価 

MSM を対象とする性の健康に関する質問紙

調査-GCQ アンケートを実施した。調査の結果、

SaL+読者層は非読者層に比べて、HIV/STI や

検査について正しい知識を持ち、HIV/STI に

ついて困った時に相談できる友人や団体を知

っており、HIV/STI の予防に積極的であった。 

また、全国 8 都府県の保健所において HIV

抗体検査の受検者を対象とした質問紙調査を

行い、大阪府内の調査結果を MASH 大阪介入プ

ログラムの効果評価に使用した。 

 

5)自治体・保健所等との連携 

大阪府・大阪市と協働し、保健所検査に携わ

る保健師との情報共有・意見交換を目的にプ

ロフェッショナル・ミーティング(PM)を 3 回

開催した。担当者間の情報共有は、地域 MSM

における HIV 感染対策を進展させる機会とな

った。また、京都府、大阪府、大阪市、兵庫県

にはエイズ対策関連の提言を行なった。 

 

(まとめ) 

エイズ予防のための戦略研究によって整備

されたプログラムの多くが「同性愛者の HIV

に関する相談・委託事業」によって引き継がれ、

この事業により CBO が一次・二次・三次予防

のプログラムを実施する状況が大阪地域に定

着しつつある。また、地方自治体が進める「予

防指針」策定作業への参画、保健師研修への協

力などの点において、行政との協働事業に進

展が見られた。 



5.福岡地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画

と実施に関する研究 

 

福岡地域の MSM への HIV 感染対策に向けて、

2011年度から2013年度にかけて、以下の研究

と評価を行った。 

1)コミュニティセンターhaco と啓発活動 

コミュニティセンターhaco(以下、haco)は、

男性同性愛者等が利用する商業施設が集積す

る地域に、コミュニティベースの HIV 感染予防

啓発拠点として 2006 年に開設された。2013 年

度は総来場者数が1,767名(前年比138％)、初

来場者数が207名(前年比131％)と増加した。 

 

2)ゲイコミュニティとの協働 

ゲイコミュニティにおける HIV 予防啓発を

目的に、ゲイコミュニティにおけるキーパーソ

ン(バーマスター等)との協働イベント「RED 

RIBBON GAMES(以下、RRG)」(2011 年度、2013

年度)、またゲイ向け商業施設スタンプラリー

イベント「マルハク」などを実施した。 

 

3)啓発資材の作成と配布 

ロジックモデル分析によりプログラムの見

直しと改善を行った。コミュニティペーパ

ー・season は MSM への訴求力を高めるために

改定し、欧州で行われている「everywhere プ

ロジェクト」を参考に、啓発資材の設置協力を

商業施設掲載のガイドラインとした。 

福岡では、HIV 陽性者が感染を打ち明ける

ことは東京などの大都市よりも困難な状況に

ある。そのためMSMはHIVに対する身近さやリ

アリティを感じることができず、検査行動や

予防行動につながりにくいと考えられる。2012

年度に、HIV のリアリティを伝えるため、福

岡在住の HIV 陽性者の協力で「福岡の HIV 陽性

者手記集」を作成し啓発資材とした。 

 また、HIV 陽性者ピアサポートの試行として、

2012 年度から、HIV 陽性者のセルフマネージ

メント向上を目的とした「HIV 陽性者交流会 at

福岡」を日本 HIV 陽性者ネットワーク・ジャン

ププラスとの協働で開催した。 

 

4)MSM を対象とした HIV 即日検査会 

MSM の検査機会と受検行動の促進を目的に

さぎやま泌尿器クリニックと協働して、MSM を

対象とした HIV 即日検査会を実施した。2011

年度はイベント RRG と日程を合わせて実施し、

受検者 61 名、HIV 迅速検査の陽性 3 名で、全

員が医療センターを受診し陽性が確認された。

2012 年度は 6 ヶ月間の検査キャンペーンとし

て実施し、受検者 74 名、HIV 迅速検査陽性は 6

名、確認検査陽性は 3 名で全員が拠点病院を

受診した。2013 年度は 2 ヶ月弱のキャンペー

ン期間のため受検者 18 名となり確認検査陽性

は 0名であった。2011 年度、2012 年度の結果

は MSM における HIV 感染の高さを示しており、

MSM 対象の検査促進の必要性が示唆された。 

 

5)自治体・保健所との連携 

福岡県保健医療介護部と九州医療センター

との協働により、保健所職員、医療関係者を対

象とした「福岡県 HIV・エイズ相談研修会」を

開催した。セクシュアリティ理解、検査相談

の場における性の多様性を踏まえた対応を参

加者と検討した。福岡市保健福祉局保健医療

部とは、福岡市内保健所の検査従事者、職員を

対象に、検査相談対応の質の向上を目的とし

た「福岡市エイズ対策研修会」を開催した。 

 

6)MSM における行動科学調査および介入評価 

MSMを対象のHIV即日検査会受検者を対象と

した質問紙調査(2011 年度)、福岡市内の保健

所における HIV 抗体検査受検者を対象とした

質問紙調査、性の健康に関する質問紙調査-GCQ

アンケートを実施した。 

 

(まとめ) 

haco は地域に根差した啓発拠点として機能

し、MSM の HIV 感染予防を啓発する LAF の活動

において重要な場となっている。他地域のコ

ミュニティセンターとの情報交換やプログラ

ムの共有、JaNP＋などの支援団体との連携など、

HIV 感染対策におけるネットワーク構築を強

化していくことが重要と考えられる。 



6.沖縄地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画

と実施に関する研究 

 

沖縄県における HIV 感染者の増加は 1999 年

より顕著となり、その 85％以上が MSM である。

沖縄県のHIV感染の大部分がMSMで起きており、

病期の進行した症例が多くを占めている。沖

縄地域の MSM への HIV 感染対策として 2011 年

度～2013 年度に下記の研究と評価を行った。  

1)地方のMSMに対するCBOのHIV予防啓発活動 

離島県である沖縄は MSM が暮らし辛い環境

にあり、CBO・nankr は地域にあった予防啓発

を、コミュニティセンターmabui(以下、mabui)

を拠点に実施した。センターでは予防啓発や

MSMをmabuiに誘導するイベント企画を定期的

に行い、mabui の来場者、新規来場者は年々増

えている。来場者の特徴として、ゲイバーに行

かない人が多く、バー等を利用しない層への

継続的な啓発の場となっている。 

 

2)ゲイコミュニティへの啓発活動 

HIV 関連の情報を掲載したコミュニティペ

ーパーを沖縄県内の全 MSM 商業施設(約 50 軒)

に配布した。2013 年度からは紙面も拡大し情

報量も増えた。またオリジナルパッケージコ

ンドームは県内全ゲイバー(約 40 軒)に 2週間

に 1度のアウトリーチで配布している。 

 

3)検査促進 

保健所と連携して MSM 検査キャンペーンや

MSM 日曜検査会を毎年実施し、検査促進と新規

受検者の掘り起こしとなった。新聞に HIV 検

査状況が掲載された翌日には、nankr 沖縄のホ

ームページへのアクセスが 4倍以上も急増し、

MSM 向けの広報活動としてメディアの活用も

重要な手段であった。今後はこのようなメディ

アへの情報発信を検討する必要がある。 

 

4)沖縄県における MSM の HIV 受検者の特性 

2011年11月～2013年9月まで、沖縄県保健

所にて HIV 抗体検査受検者アンケートを実施

し、MSM、MSM 以外の男性、女性別に属性等を

比較検討し、MSM 受検者の受検行動の啓発に

最も有効な方策を検討した。受検件数 3,913

人中アンケート回収数は 1,756 件（44.9％）で

あった。男性 2，501 人中 MSM と回答しアンケ

ート回収できたのは 382 人であった。 

CBO 活動・資材を認知している MSM は、①25

ｰ 44歳を中心に44歳以下で96.6％を占めた。

②偽陽性の意味を把握していた。③家族より

友人とのコミュニケーション環境が構築され

ていた。④HIV・性感染症に関する相談支援制

度を認知している割合が高かった。⑤男性と

の性交渉でコンドーム装着率に差を認めない

が、女性とでは有意に高かった。⑥行政のホ

ームページ以外の公的資材へのアクセスが有

意に高いことが示された。 

 

5)性の健康に関する質問紙調査-GCQアンケート 

沖縄地域に在住する MSM は、①ゲイを自認す

る割合は年代間で有意差は認めなかった。②独

居の割合は年齢と正の相関があった。③商業

施設の利用率は年齢と正の相関があった。④

出会い系サイトの利用率は年齢が高くなるに

つれて負の相関を認めた。⑤ゲイ向け合コン

は25 ｰ 29歳以上、ゲイの乱パは、30 ｰ 34歳以

上で増え、以後プラトーであった。⑥ハッテ

ン場利用は年齢と正の相関があった。⑦ハッ

テン場（公共施設）の利用は 30 ｰ 34 歳以上で

増加し、40 歳以上が最も高く 50％超であった。

⑧生涯の HIV 検査受検経験は 30-34 歳が

75.9％で、全ての年代で 50％超であった。⑨

過去１年間の受検経験は 30％前後であった。 

 

(まとめ) 

Mabui を拠点に、nankr の活動はコミュニテ

ィに認知されてきた一方、新たなメンバーの

リクルートも急務である。行政との連携も進

み、さらに協働できるようアプローチを進め

ていくことが望まれる。保健所の HIV 抗体検

査受検者アンケートから、MSMではCBO資材の

認知率が半数を占めており、MSM 層では他の

層に比して独自のネットワークでの広報が重

要であることが改めて確認された。MSM の HIV

受検に有効な策として、無料化、独自のネッ

トワークによる広報が重要であった。 



7.中国地方・四国地方在住のゲイ・バイセク

シュアル男性の予防行動と HaaT えひめの介

入活動の効果評価に関する研究 

 

近年、HIV/AIDS 報告数が増えつつある中

国・四国地域において、MSM を対象に啓発活動

を行っている HaaT えひめと協同し、中国・四

国地域在住の MSM を対象とした啓発活動、自治

体・保健所との MSM への HIV 感染対策の連携、

そして MSM における性行動、予防行動、検査行

動等を把握する横断調査を実施した。3 年間

の成果の概要は以下のようであった。 

1)地方のMSMに対するCBOのHIV予防啓発活動 

HaaTえひめは、中国・四国地域のMSM層を対象

に、セクシュアルヘルスを改善することを目的に、

コミュニティペーパー「FIGHT」やオリジナルコン

ドームを作成して中国・四国地域のゲイ関連の商

業施設約60店舗に配布してきた。愛媛県松山市内

のゲイコミュニティへは月 1 回程度のアウトリー

チ活動を行っている。また HIV 感染をより身近な

リアリティとするために、首都圏の Living 

Together 計画と協働し、HIV 陽性者とその周囲の

人たちの手記朗読と音楽のイベント「Living 

Together Café in Ehime」の開催、中四国地方に

住む HIV 陽性者の協力を得て「 Living 

Together–VOICE-中四国地方在住の HIV 陽性者と

その周囲の人たちの手記集」を制作した。 

 

2)行政、検査施設との連携 

HaaTえひめは、四国4県の保健所設置自治体(徳

島県・香川県・高松市・高知県・高知市)のエイズ

対策担当者と主に MSM のエイズ対策に関する懇談

を設けてきた。自治体担当者からは一様に、ゲイ

コミュニティへのアプローチが困難である、MSM

に関する疫学情報が無いなどの状況が伝えられた。

また、愛媛県管轄保健所や松山市管轄保健所のHIV

抗体検査情報、「松山市保健所ゲイ・バイ男性限定

HIV検査会」などをHaaTえひめウェブサイトやコ

ミュニティペーパーファイト！愛媛版に掲載し、

ゲイコミュニティに広報してきた。 

中四国地方の HIV 検査を担当する行政担当者を

対象に、MSM が受検しやすい HIV 検査体制の構築

を目的に、首都圏で行われているセクシュアリテ

ィ理解とMSMや HIV 陽性者への対応を模擬体験す

る研修会を開催した。 

 

3)中国・四国地域のMSMを対象とする質問紙調査 

インターネットを用いた質問紙調査を実施した。

分析対象者は 405 人人(2011 年度)、444 人(2012

年度)、502人(2013年度)であった。 

2011年度の調査では、HaaTえひめのプログラム

接触割合は、中予に比べ東予・南予在住者が低く、

ゲイ向け商業施設の存在する中予において HaaT

えひめの活動が浸透していることが示され、東

予・南予への介入活動の必要性が示唆された。 

2012年度調査では愛媛県在住のMSMが58.6％を

占め、2011年の調査に比べゲイ向け商業施設利用

割合が高かった。そのためHaaTえひめオリジナル

コンドームの持ち帰り経験は60.6％、オリジナル

ペーパーの認知は66.4％と高かった。2013年度調

査では、居住地が岡山県 24.1％、愛媛県 21.5％、

高知県 12.5％、広島県 12.2％、香川県 7.6％と、

中国・四国地域に在住するMSMの情報が得られた。 

HaaTえひめが愛媛県を中心に配布したコミュニ

ティペーパーの認知は、2012年度調査で読んだこ

とがあると回答した人が50.2％であった。2013年

度調査では、愛媛県在住者の割合が低かったため、

読んだことがあると回答した人は35.7％であった。 

愛媛県在住の MSM を地域別にみると、東予在住

者は生涯受検経験、過去１年間の受検経験が高か

った。生涯の受検経験割合は、2012年度では東予

52.9％、中予 40.7％、他地域 50.0％、2013 年度

では東予63.6％、中予49.4％、他地域44.4％で、

過去1年間の受検経験割合は、2012年度では東予

29.4％、中予 18.0％、他地域 11.9％、2013 年度

では東予 40.9％、中予 16.9％、他地域 22.2％で

あった。また、周囲の HIV 感染者に関する意識に

ついても東予在住者では｢いる・いると思う｣割合

が20.7％(2011 年)から31.3％(2012 年)、45.5％

(2013年)と上昇していた。 

HaaTえひめは東予地域でLiving Togetherイベ

ントを開催しており、周囲の HIV 感染者に関する

意識が変容したことで受検行動の促進につながっ

た可能性がある。 

 

 



Ⅲ.MSM の行動科学調査および介入評価研究 

1.成人男性に占める MSM 割合と行動に関する

研究 

1-1)全国の成人男性を対象とした郵送法によ

る質問紙調査(2011 年度) 

 

(1)目的 

性指向別にみた成人男性の HIV 感染症の検

査受検経験、知識、身近さ、情報認知の実態

について、2009年と2012年の2回にわたり実

施した調査結果の比較を行い、検査行動と情

報との接触、知識といった関連要因の経年的

な変化をとらえた。 

 

(2)方法 

対象者は B 社の所有するマスターサンプル

から層化無作為抽出した。調査地域である関

東、東海、近畿、九州地域を市郡規模（大都市、

その他の市町村）で層化を行い、各ブロック・

市郡規模別の層における20歳以上59歳未満の

男性人口規模により標本数(2009 年調査では

3,000 人、2012 年は 4,000 人)を配分した。 

 

 

 

(3)結果・考察 

日本の成人男性における MSM の割合は、

2012 年では 2.7％であった。地域ブロック別

にみると 0.8-4.1％と幅があった。2009 年では

2.0％でほぼ同値であった。 

生涯の検査受検行動は異性愛者においては

2009年では10.6％、2012年では10.9％であり

変化は見られなかった(表 2)。地域ブロック

別にみると東北、九州、沖縄地域は低い傾向

が見られた。MSM においては早期検査による

AIDS 発症者報告数の減少は重要な課題である

が、MSM では、2009 年の 21.4%に比して 2012

年は 13.6%と低かった。MSM についてはサンプ

ル数が少ないことも考慮する必要がある。 

過去 1 年間のエイズ関連情報入手経験は、

MSMでは2009年53.6％、2012年59.5％と変化

はなかったが、異性愛者では 44.8％から

18.7％に有意に低下していた(p<0.01)。この

ことは HIV/AIDS への関心の社会的な低下を示

唆するものと考える。 

MSM、異性愛成人男性共に、検査行動が上昇

する変化は示されず、また HIV/AIDS への関心

では異性愛成人男性に低下していることが観

察された。検査行動に目に見える変化をもた

らすには、さらなる啓発が必要である。 

表2．検査受検、情報取得や認知、陽性者の身近さの２時点での比較

n （%） n （%） n （%） n （%）
生涯の検査受検経験
あり 6 21.4 6 13.6 0.38 126 10.6 165 10.9 0.77
なし 22 78.6 38 86.4 1064 89.4 1345 89.1
過去１年の検査受検経験
あり 0 0.0 1 2.3 ns 31 24.6 30 18.2 0.18
なし 6 100.0 43 97.7 95 75.4 135 81.8
知識
３点/６点満点以下 15 53.6 20 46.5 ns 0.63 783 65.8 1026 67.7 0.304
４点/６点満点以上 13 46.4 24 54.5 407 34.2 490 32.3
過去1年エイズ関連情報入手
あり 15 53.6 25 59.5 ns0.62 508 44.8 271 18.7 ＜0.01
なし 13 46.4 17 40.5 627 55.2 1175 81.3
ＨＩＶマップ認知
あり 1 3.6 1 2.3 ns 27 2.3 16 1.1 0.011
なし 27 96.4 43 97.7 1152 97.7 1503 98.9
ＨＩＶ検査・相談マップ認知
あり 1 3.6 1 2.3 ns 39 3.3 23 1.5 ＜0.01
なし 27 96.4 43 97.7 1139 96.7 1496 98.5
HIVに感染した人が身近にいるか
いない・いないと思う 22 95.7 26 76.5 ns 873 92.5 1246 94.4 0.066
いる・いると思う 1 4.3 8 23.5 71 7.5 74 5.6

2009（N=28) 2012（Ｎ＝44）

ＭＳＭ

2009 2012有意差 有意差

異性愛者



1-2)全国の成人男性を対象としたインターネ

ットによる質問紙調査(2011 年度) 

 

(1)目的 

先行研究として実施した全国の成人男性を

対象にした郵送調査では、標本規模が小さい

ためにMSMの回答数が少なく、MSMに関する詳

細な情報を得ることが困難であるなどの課題

があった。また本研究班が CBO の啓発活動を

評価するために行ってきた調査は、クラブイ

ベント参加者、バー顧客調査のように、主に

商業施設を利用する MSM を対象としてきた。

啓発介入を評価する上で、また CBO と協働し

て行う上で必要な調査であったが、一方で

MSM 集団全体を捉える調査を行い、商業施設

利用者の特性を把握する必要も生じていた。 

そこで、A社が保有するアンケートモニター

登録者(1,053,549 人)を対象として住民基本

台帳を基に 47 都道府県と年齢階級によって層

化し、20 歳から 59 歳の男性 40,120 人を比例

配分し、MSM をスクリーニングする調査を行い、

次いでMSMを対象に商業施設の利用やHIV検査

受検経験、性行動、予防行動等に関する 2次質

問紙調査を実施した(B.研究方法を参照)。 

ここでは、全国の MSM 割合の分布、推定 MSM

人口、MSM のゲイ向け商業施設利用経験、利用

の有無別の検査行動、性感染症既往歴、過去

6ヶ月間のHIVやエイズに関する対話経験、性

行動などの差異を分析した(2012 年度)。 

 

(2)結果・考察 

ⅰ)MSM 割合 

有効回答の 39,766 人のうち、これまでに同

性間性的接触を有したMSMは4.6％（n=1,844、

95％C.I.;4.4％-4.8％）であった(表 3)。また、

同性に魅力を感じるが異性とのみ性的接触を

有したものは 3.8％（n=1,521）、どちらにも性

的に魅力を感じてはいないが異性とのみ性的

接触を有したものは 0.7％（n=263）、異性に性

的魅力を感じ、異性とのみ性的接触を有したも

のが 81.7％（n=32,740）、性的接触の経験がな

いものが 9.2％（n=3,668）であった。 

居住地別の MSM 割合は、ブロック別で四国

（n=1,150）が 3.4％（95％C.I.;2.4％-4.4％）

と最も低く、北海道（n=1,617）が 5.9％（95％

C.I.;4.7％-7.0％）と最も高かった。都道府県

別の MSM 割合は表 3に示しており、MSM 割合は

2.0％（高知県、島根県）から 6.4％（大分県）

の範囲であった。 

年齢階級別の MSM 割合は 50-59 歳が 3.8％

(95％C.I.;3.4％-4.2％)と低く、30-39 歳が

5.5％(95％C.I.;5.1％-5.9％）と最も高かった。 

 

ⅱ)ゲイ向け商業施設利用者と非利用者の差異 

ゲイ向け商業施設を生涯において利用した

ことがあるMSMは34.6%であった。ゲイ向け商

業施設利用別に 2 群し、ゲイ向け商業施設利

用に関連する要因について多重ロジスティッ

ク回帰分析を行った結果、ゲイ向け商業施設

利用群は非利用群に比べ、生涯の性感染症既

往は 1.75 倍(95%C.I.;1.23%-2.51%)、生涯の

HIV 検査受検経験が 1.82 倍(95%C.I.;1.32%- 

2.49%)高かった(表 4)。予防に関する行動や

規範については、ゲイ向け商業施設利用群は

非利用群に比べ、周囲に HIV 感染している人

が「いる・いると思う」人が 2.49 倍(95% 

C.I.;1.74%-3.57%)高く、過去 6ヶ月間の恋人

や大切な人とのエイズに関する対話経験があ

った人が 1.92 倍(95%C.I.;1.13%-3.25%)、過

去 6 ヶ月間の友達とのエイズに関する対話経

験があった人が 1.90 倍 (95%C.I.;1.20%- 

3.00%）高かった。 

また、ゲイ向け商業施設利用群は、生涯にお

けるネット出会い系サイト等を介した性交経

験が 3.81 倍(95%C.I.; 2.81%-5.15%、過去 6

ヶ月間の不特定相手とのアナルセックス時の

コンドーム非常用が非利用群の 2.20 倍

(95%C.I.; 1.05%-4.59%）高かった。 

以上のことから、ゲイ向け商業施設利用者

は HIV/性感染症の感染リスクが高い集団であ

ると考えられ、これまで CBO が主にゲイ向け

商業施設利用者を対象として介入活動を展開

してきたことは妥当であったと言える。コン

ドーム使用状況や性感染症の既往が高いこと

から、介入を浸透させていく必要がある。 

 



 

   表 3  地域別 MSM 割合と推定人口 

 

 

A;男性人口 B;男性人口 D E F;MSM割合

ブロック*1 県名 All age(n) 20-59(n) 20-59(n) MSM(n) D/E(%) B×F

北海道･ 北海道 2,603,345 1,345,498 1,617 95 5.9% 79,049
東北ブロック 646,141 326,297 437 13 3.0% 9,707

岩手県 634,971 314,986 399 16 4.0% 12,631
宮城県 1,139,566 602,459 714 33 4.6% 27,845
秋田県 509,926 248,579 319 11 3.4% 8,572
山形県 560,643 275,663 357 8 2.2% 6,177
福島県 984,682 496,500 633 20 3.2% 15,687

関東・ 東京都 6,512,110 3,793,897 4,452 257 5.8% 219,010 5.8% 219,010
甲信越ブロック 茨城県 1,479,779 776,716 951 31 3.3% 25,319

栃木県 996,855 530,258 632 17 2.7% 14,263
群馬県 988,019 505,905 596 19 3.2% 16,128
埼玉県 3,608,711 1,966,242 2,377 121 5.1% 100,091
千葉県 3,098,139 1,646,005 2,013 91 4.5% 74,410

神奈川県 4,544,545 2,544,156 3,060 149 4.9% 123,882
新潟県 1,148,236 575,880 715 28 3.9% 22,552

422,526 214,101 279 16 5.7% 12,278
1,046,178 513,772 592 22 3.7% 19,093

東海ブロック 岐阜県 1,006,247 501,874 597 22 3.7% 18,495
静岡県 1,853,952 954,766 1,155 68 5.9% 56,211
愛知県 3,704,220 1,999,392 2,378 87 3.7% 73,148
三重県 903,398 457,004 596 20 3.4% 15,336

北陸ブロック 富山県 526,605 261,420 319 15 4.7% 12,292
石川県 564,972 285,581 355 18 5.1% 14,480
福井県 389,712 191,716 239 10 4.2% 8,022

近畿ブロック 滋賀県 696,769 364,017 474 18 3.8% 13,823
京都府 1,265,387 643,676 793 45 5.7% 36,526
大阪府 4,285,566 2,232,624 2,701 153 5.7% 126,469
兵庫県 2,673,328 1,364,043 1,667 79 4.7% 64,643
奈良県 663,321 327,100 437 17 3.9% 12,725

和歌山県 471,397 224,590 318 15 4.7% 10,594

中国・ 鳥取県 280,701 138,688 160 5 3.1% 4,334
四国ブロック 島根県 342,991 162,748 199 4 2.0% 3,271

岡山県 933,168 458,894 558 27 4.8% 22,205
広島県 1,380,671 696,884 833 43 5.2% 35,974
山口県 684,176 327,336 399 12 3.0% 9,845
徳島県 372,710 181,709 199 7 3.5% 6,392
香川県 479,951 230,544 317 10 3.2% 7,273
愛媛県 673,326 327,428 436 18 4.1% 13,518
高知県 359,134 169,982 198 4 2.0% 3,434

九州ブロック 福岡県 2,393,965 1,246,353 1,549 73 4.7% 58,737
佐賀県 400,136 197,741 240 7 2.9% 5,767

665,899 324,973 438 19 4.3% 14,097
熊本県 853,514 418,655 513 25 4.9% 20,402
大分県 564,890 275,821 312 20 6.4% 17,681
宮崎県 533,035 258,007 304 16 5.3% 13,579

796,896 387,343 478 14 2.9% 11,345
沖縄県 683,328 366,682 461 26 5.6% 20,681

全国 62,327,737 32,654,505 39,766 1,844 4.6% 1,502,107

楽天調査2011H22国勢調査*2

159,668

推定した
MSM人口

4.4%

ブロック別

推定
MSM人口

MSM割合

408,0154.4%

163,190

34,794

4.2%

4.7%

264,780

106,244

5.1%

3.9%

162,2894.7%

*1  平成 23 年エイズ発生動向年報によるブロック区分を参照した 
*2 総務省統計局ホームページ http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm#kekkagai(2 012 年

7 月 3１日アクセス可) 
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1-3)全国の成人男性および成人女性を対象と

したインターネットによる質問紙調査(2013

年度) 

 

(1)目的・方法 

2011 年度調査と同様に、MSM 割合の分布、MSM

の生涯におけるゲイ向け商業施設利用経験、検

査行動、性感染症既往歴、周囲の HIV 感染者の

有無、過去 6ヶ月間の HIV やエイズに関する対

話経験、性行動などを分析した。 

また MSM 以外に、①成人男性(生涯の性交相

手が異性のみで生涯に金銭授受のある性交経

験のない男性)、②成人女性(生涯の性交相手が

異性のみで金銭の授受のある性交経験のない

女性)、③MSM(生涯の性交相手が同性または両

性である男性)、④WSW(生涯の性交相手が同性

または両性である女性）、⑤SW 利用男性(生涯

の性交相手が異性のみで生涯にお金を払った

性交経験はあるがお金をもらった性交経験は

ない男性)、⑥SW 女性(生涯の性交相手が異性

のみで生涯にお金をもらった性交経験がある

女性）についても分析した。調査方法は B.研

究方法を参照(詳細は、2013 年度総括・分担研

究報告書を参照)。 

 

(2)結果・考察 

スクリーニング調査では、男性における MSM

割合は全体で 4.1％であり(表 5)、2011 年調査

の 4.6%とほぼ同程度であった。成人女性にお

ける WSW 割合は全体で 5.1％であった。 

金銭を介した性交経験について、男性では生

涯に相手にお金を払った性交経験のある人の

割合は 43.4％、過去 6ヶ月間では 9.0％であっ

た。また生涯に相手からお金をもらった性交経

Pearson

カイ2乗 p値
Pearson

カイ2乗 p値

年齢層 これまでに性的に魅⼒を感じたことのある⼈の性別をあげてください。
20歳-29歳 5,640    ( 20.0% ) 5,797    ( 20.6% ) 0.30 同性のみ 1,290    ( 4.6% ) 2,065    ( 7.3% ) <0.01
30歳-39歳 7,623    ( 27.0% ) 7,573    ( 26.9% ) 同性、異性どちらにも性 857       ( 3.0% ) 1,952    ( 6.9% )
40歳-49歳 7,909    ( 28.1% ) 7,760    ( 27.6% ) 異性のみ 25,431  ( 90.2% ) 22,741  ( 80.8% )
50歳-59歳 7,017    ( 24.9% ) 7,014    ( 24.9% ) 同性にも異性にも性的な 166       ( 0.6% ) 550       ( 2.0% )

合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% ) わからない 445       ( 1.6% ) 836       ( 3.0% )
居住ブロック 合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% )

北海道ブロック 1,152    ( 4.1% ) 1,209    ( 4.3% ) <0.01 これまでに性交渉(セックス) をした相手の性別は次のどれに該当しますか。
東北ブロック 1,973    ( 7.0% ) 1,987    ( 7.1% ) 同性のみ 722       ( 2.6% ) 1,084    ( 3.9% ) <0.01
関東ブロック 10,093  ( 35.8% ) 9,590    ( 34.1% ) 異性のみ 24,202  ( 85.9% ) 24,624  ( 87.5% )

甲信越ブロック 1,138    ( 4.0% ) 1,102    ( 3.9% ) 同性と異性の両⽅ 425       ( 1.5% ) 345       ( 1.2% )
北陸ブロック 684       ( 2.4% ) 668       ( 2.4% ) したことがない 2,840    ( 10.1% ) 2,091    ( 7.4% )
東海ブロック 3,359    ( 11.9% ) 3,253    ( 11.6% ) 合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% )
近畿ブロック 4,422    ( 15.7% ) 4,629    ( 16.4% ) (再掲)性的魅⼒を感じた相⼿の性別と⽣涯の性交経験相⼿の性別による分類
中国ブロック 1,555    ( 5.5% ) 1,609    ( 5.7% ) 性交経験なし/異性に魅⼒ 2,178    ( 7.7% ) 1,159    ( 4.1% ) <0.01
四国ブロック 801       ( 2.8% ) 862       ( 3.1% ) 性交経験なし/同性に魅⼒ 264       ( 0.9% ) 311       ( 1.1% )
九州ブロック 2,701    ( 9.6% ) 2,906    ( 10.3% ) 性交経験なし/わからない 398       ( 1.4% ) 621       ( 2.2% )
沖縄ブロック 311       ( 1.1% ) 329       ( 1.2% ) 異性と性交/異性に魅⼒ 23,083  ( 81.9% ) 21,426  ( 76.1% )

合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% ) 異性と性交/同性に魅⼒ 929       ( 3.3% ) 2,476    ( 8.8% )
現在お住まいの地域にどのくらいの期間住んでいますか。 異性と性交/わからない 190       ( 0.7% ) 722       ( 2.6% )

生まれてからずっと 6,938    ( 24.6% ) 7,054    ( 25.1% ) <0.01 同性と性交/異性に魅⼒ 170       ( 0.6% ) 156       ( 0.6% )
1年未満 1,067    ( 3.8% ) 1,109    ( 3.9% ) 同性と性交/同性に魅⼒ 954       ( 3.4% ) 1,230    ( 4.4% )

1-5年未満 3,973    ( 14.1% ) 4,175    ( 14.8% ) 同性と性交/わからない 23         ( 0.1% ) 43         ( 0.2% )
5-10年未満 3,419    ( 12.1% ) 3,435    ( 12.2% ) 合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% )

10-20年未満 5,150    ( 18.3% ) 5,122    ( 18.2% ) これまでに相⼿にお⾦を払って性交渉(セックス)をしたことがありますか。
20年以上 7,642    ( 27.1% ) 7,249    ( 25.8% ) ある 11,003  ( 43.4% ) 120       ( 0.5% ) <0.01

合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% ) ない 14,346  ( 56.6% ) 25,933  ( 99.5% )
現在、一人暮らしですか。 合計 25,349  ( 100.0% ) 26,053  ( 100.0% )

はい(1人暮らし) 6,192    ( 22.0% ) 3,804    ( 13.5% ) <0.01 過去6ヶ⽉間に相⼿にお⾦を払って性交渉(セックス)をしたことがありますか。
いいえ 21,997  ( 78.0% ) 24,340  ( 86.5% ) ある 2,278    ( 9.0% ) 40         ( 0.2% ) <0.01

合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% ) ない 23,071  ( 91.0% ) 26,013  ( 99.8% )
あなたの最終学歴をお答えください。 合計 25,349  ( 100.0% ) 26,053  ( 100.0% )

中学校 538       ( 1.9% ) 460       ( 1.6% ) <0.01 これまでに相⼿からお⾦をもらって性交渉(セックス)をしたことがありますか。
高等学校 7,067    ( 25.1% ) 8,009    ( 28.5% ) ある 489       ( 1.9% ) 1,095    ( 4.2% ) <0.01
専門学校 3,202    ( 11.4% ) 3,996    ( 14.2% ) ない 24,860  ( 98.1% ) 24,958  ( 95.8% )

短大・高専 1,107    ( 3.9% ) 5,874    ( 20.9% ) 合計 25,349  ( 100.0% ) 26,053  ( 100.0% )
大学 13,832  ( 49.1% ) 8,965    ( 31.9% ) 過去6ヶ⽉間に相⼿からお⾦をもらって性交渉(セックス)をしたことがありますか。

大学院 2,399    ( 8.5% ) 809       ( 2.9% ) ある 165       ( 0.7% ) 161       ( 0.6% ) 0.64
その他 44         ( 0.2% ) 31         ( 0.1% ) ない 25,184  ( 99.3% ) 25,892  ( 99.4% )

合計 28,189  ( 100.0% ) 28,144  ( 100.0% ) 合計 25,349  ( 100.0% ) 26,053  ( 100.0% )

男性 ⼥性 男性 ⼥性

表5 スクリーニング調査結果の概要（2013）



験のある人の割合は 1.9％、過去 6ヶ月間では

0.7％であった。女性では生涯に相手にお金を

払った性交経験のある人の割合は 0.5％、過去

6ヶ月間では 0.2％であった。また生涯に相手

からお金をもらった性交経験のある人の割合

は 4.2％、過去 6ヶ月間では 0.6％であった。 

成人男性、成人女性、MSM、WSW、SW 利用男

性、SW 従事女性を対象とした第 2 次調査の結

果では、HIV や検査に関連する知識の正答率は

MSM が高く、成人男性、成人女性、SW 利用男性

が低い傾向にあった。また、過去 6 ヶ月間の

HIV に関する対話経験や相談できる場所を知

っている割合も MSM では高かった(表 6)。 

生涯の HIV 抗体検査受検経験は、SW 従事女

性 36.9％が最も高く、MSM23.8％、WSW22.7％

も、SW 利用男性、成人女性、成人男性に比し

て高かった。過去 1年間の HIV 抗体検査経験も

SW 従事女性は 13.4％、次いで MSM が 9.6％で

あった。過去 1年の受検場所は各群で異なり、

MSM は保健所(再掲)が 64.6％で最も高く、SW

従事女性では病院 59.7％、クリニック 22.4％

が多く保健所は 17.9％であった。また SW 利用

男性は郵送検査キットが 17.4％で他の群に比

して高い。 

献血の経験は、生涯では SW 利用男性が

64.9％、MSM が 58.5％であった。過去 6カ月で

は男性（MSM13.6％、SW 利用男性 10.9％、成人

男性 10.4％）が女性（SW 従事女性、成人女性、

WSW）に比して高かった。 

MSM の生涯における各商業施設の利用割合

は、ゲイバー29.1％(2011 年：30.3%)、ゲイ向

けのクラブイベント 13.6％(2011 年：13.1%)、

その他のゲイ向けの商業施設 24.4％(2011

年：19.8%)であり、いずれかの施設の利用経験

を有する人は 35.9％(2011 年:34.6%)で、前回

調査と同様な結果であった。商業施設非利用群

に比べ利用群は性感染症既往が高いなども同

様の結果であった。 

 成人男性における MSM 割合、MSM の商業施設

利用割合、商業施設利用者の性感染症既往歴な

ど、前回と同じ結果が示され、商業施設を介し

た HIV/性感染症に関する啓発介入の重要性が

示唆された。 

成人男性 成人女性 MSM WSW SW利用男性 SW従事女性 カイ2乗
ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

HIV/エイズの対話経験/過去6ヶ月
家族と 26 2.6% 43 4.3% 43 8.6% 39 7.8% 28 2.9% 28 5.6% <0.01
恋人と 44 4.4% 43 4.3% 67 13.4% 53 10.7% 45 4.6% 48 9.6% <0.01
友人と 40 4.0% 42 4.2% 72 14.4% 42 8.5% 59 6.1% 51 10.2% <0.01

HIVや性感染症の相談できる場所
知っている 157 15.8% 187 18.8% 152 30.5% 120 24.1% 203 20.9% 104 20.8% <0.01

これまでのHIV抗体検査の経験
ある 69 6.9% 159 16.0% 119 23.8% 113 22.7% 103 10.6% 185 36.9% <0.01

生涯のHIV抗体検査受検場所
保健所の即日検査 13 18.8% 17 10.7% 41 34.5% 19 16.8% 27 26.2% 29 15.7% <0.01
保健所の夜間検査 2 2.9% 0 0.0% 19 16.0% 2 1.8% 2 1.9% 3 1.6% <0.01

保健所の即日・夜間検査以外 11 15.9% 15 9.4% 29 24.4% 14 12.4% 16 15.5% 20 10.8% 0.01 
(再掲)保健所 25 36.2% 29 18.2% 80 67.2% 30 26.5% 42 40.8% 49 26.5% <0.01

病院 34 49.3% 80 50.3% 29 24.4% 55 48.7% 39 37.9% 89 48.1% <0.01
クリニック・医院・診療所 6 8.7% 49 30.8% 13 10.9% 34 30.1% 20 19.4% 59 31.9% <0.01

郵送検査キット 1 1.4% 0 0.0% 2 1.7% 2 1.8% 6 5.8% 12 6.5% <0.01
その他 7 10.1% 12 7.5% 8 6.7% 2 1.8% 3 2.9% 8 4.3% 0.09 

過去1年間のHIV抗体検査の経験
ある 7 0.7% 36 3.6% 48 9.6% 33 6.6% 23 2.4% 67 13.4% <0.01

過去1年間のHIV抗体検査受検場所
保健所の即日検査 2 28.6% 1 2.8% 16 33.3% 8 24.2% 6 26.1% 7 10.4% <0.01
保健所の夜間検査 0 0.0% 0 0.0% 6 12.5% 3 9.1% 2 8.7% 2 3.0% 0.15 

保健所の即日・夜間検査以外 0 0.0% 0 0.0% 10 20.8% 3 9.1% 1 4.3% 5 7.5% 0.02 
(再掲)保健所 2 28.6% 1 2.8% 31 64.6% 8 24.2% 8 34.8% 12 17.9% <0.01

病院 4 57.1% 22 61.1% 12 25.0% 21 63.6% 8 34.8% 40 59.7% <0.01
クリニック・医院・診療所 1 14.3% 14 38.9% 5 10.4% 6 18.2% 4 17.4% 15 22.4% 0.06 

郵送検査キット 0 0.0% 0 0.0% 1 2.1% 2 6.1% 4 17.4% 4 6.0% 0.06 
その他 0 0.0% 2 5.6% 4 8.3% 0 0.0% 1 4.3% 0 0.0% 0.15 

これまでに献血したこと
1回だけある 111 11.2% 145 14.6% 71 14.2% 57 11.5% 97 10.0% 73 14.6% <0.01
1回以上ある 421 42.3% 361 36.2% 221 44.3% 193 38.8% 534 54.9% 184 36.7%

ない 463 46.5% 490 49.2% 207 41.5% 247 49.7% 341 35.1% 244 48.7%
過去6ヶ月間に献血したこと

ある 103 10.4% 45 4.5% 68 13.6% 34 6.8% 106 10.9% 27 5.4% <0.01

表6 成人男性、成人女性、MSM,SW利用男性、SW従事女性のHIV対話経験、受検行動



2.MSM 集団の横断調査及び追跡パネル調査 

2-1)コミュニティベースの携帯電話による性

の健康に関する質問紙調査-横断調査および

パネル調査-GCQ アンケート- 

 

(1)目的 

各地域の MSM の予防行動や予防啓発の普及

の実態を明らかにし、より精度の高い介入評価

を行うために、インターネットを利用した横断

調査およびその後同一の回答者に参加しても

らう追跡パネル調査を考案し、Gay Community 

based Quest（以下、GCQ アンケート）として

調査システムを開発、試行した(図 8)。 

 

(2)方法 

本研究班の介入地域である東北地域、関東地

域、東海地域、近畿地域、中四国地域、九州地

域、沖縄県に居住するゲイ・バイセクシュアル

男性を対象に、インターネットを用いて横断調

査を実施した後、パネル調査参加を呼びかけ、

パネル調査協力者に 2-3 か月ごとに間欠的に

追跡調査を実施した。 

対象者の横断調査時のリクルートでは、ゲイ

向けクラブイベントやスポーツ大会と協同し

た広報資材への掲載や NPO/CBO が発行配布す

るコミュニティペーパーでの掲載、NPO/CBO が

協力したイベント開場や有料のハッテン場で

の来場時にアクセスカードの配布等の方法を

用いた。 

質問項目は基本属性、HIV 抗体検査受検経験、

HIV や検査に対する意識、性行動、資材認知等

とした。資材や NPO/CBO の活動の認知は各地域

に共通した表現を使用するなどの工夫をした。 

 

(3)結果・考察 

2011 年度は横断調査から追跡パネル調査に

連携するシステムを構築し試行した。2012 年

度は横断調査とパネル調査を連動して実施す

る調査を各地域に導入し、追跡パネル調査を 4

回実施し、CBO の啓発活動の認知などの継続調

査が可能かを試行した。2013 年度は、横断調

査の後に、パネル調査を各 CBO の啓発プログラ

ムの前後に行い、啓発効果の評価を試行した。 

ⅰ)インターネット横断調査 

2012 年から 6 地域で実施した横断調査は、

2013 年と 2012 年を比較すると、東北では 182

件（2012 年度：172 件）、関東では 491 件（同：

873 件）、東海では 364 件（同：423 件）、近畿

は 943 件（同：548 件）、中四国は 502 件（2012

年度四国のみ：370 件）、九州は 649 件（同：

451 件）、沖縄は 358 件（同：305 件）で、東北、

近畿、中四国、九州、沖縄は 2013 年度に多く

の回答を得ている。 

GCQ 横断調査は、研究班が先行して実施して

きたクラブイベント参加者やゲイバー顧客を

対象とした質問紙調査と同様に、CBO がコミュ

ニティベースで MSM 対象に実施してきた横断

調査であるので、得られた性行動や検査行動等

については、先行の横断調査の結果を参考に、

経過を観察することが可能である。また 6地域

でほぼ同時期に調査を行ったので地域間の差

異を把握することも可能である。 

2013 年度の調査では、商業施設の利用状況

は、年齢別に分析したところ、生涯でのゲイバ

ー利用経験は、いずれの地域も 35 歳になると

9割以上であり、過去 6ヶ月での利用経験は 7

割以上であった。有料ハッテン場の利用は、

35-39 歳以上の層では東海、近畿、九州では 7

割以上の生涯利用経験があり、対象者全体では

平均 58.9％の生涯利用経験であった。 

東北地域では、2013 年度調査の過去 1 年の

HIV 検査受検割合は 29.1％で 2012 年度

(35.3％)よりやや低下しているが、2008 年の

先行調査(23.5％)と比較すると上昇している。 

 

図8 MSM集団の性の健康に関する横断調査・パネル調査
GCQ-アンケート

目的：
①地域のMSMの予防行動、受検行動、NGOの啓発普及の実態を把握する
②より精度の高い介入評価を行う手法を開発する
方法：
MSMの性の健康に関する質問紙調査として、インターネットを介した横断調査か
ら継続調査参加者を対象とする追跡パネル調査を開発する（Gay Community 
based Quest；以下、GCQアンケート）。
地域（東北、首都圏、東海、近畿、福岡、沖縄、愛媛）のNGOと協働し、ゲイ向け
イベント等で対象者をリクルートした。

1回目
パネル
調査

対象：MSM
募集：イベント、
バナー、コミュニ
ティペーパー等で
広告、協力依頼

横断調査（ベースライン調査）

継続調査参加依頼

継続意志確認

任意でメールア
ドレス登録

追跡調査
2-3か月毎にパネル調査を実施

2回目
パネル
調査

Ｎ回目
パネル
調査



ⅱ)追跡パネル調査(2012 年度) 

 2012 年度から 6 地域で追跡パネル調査を実

施した。2012 年 5 月に実施した横断調査では

3,027 件の有効回答を得た(図 9)。そのうち

1,803 名が追跡パネル調査への参加に同意し、

第1回パネル調査で1,012名から有効回答を得

た。計 4 回にわたりパネル調査を間欠的に実

施し、650 名（64.5％）が継続して回答した。 

パネル参加群と非参加群を比較すると、パ

ネル参加群は年齢層が若い傾向にあったが、

主要なゲイ向け商業施設（ゲイバー、ハッテン

場）の利用、過去 6か月間の性行動の有無、性

感染症既往については差がなかった。コミュ

ニティセンターの訪問、コミュニティペーパ

ーの購読はパネル参加群の方が高かった。 

パネル調査参加者におけるコミュニティセ

ンターの新規訪問率は 1 か月間では 1.7％(5

月末から 7月初め)、3か月間（9月から 12 月）

では 3.8％であった。コミュニティペーパー

の新規購読率は1か月間（5月末から7月初め）

では 5.6％で、購読者における再購読率はいず

れの調査期間も 50％を超えていた。 

HIV 抗体検査の受検行動は、パネル調査の間

欠期間ごとに把握することが可能であり、パネ

ル参加者の新規受検者割合、再受検者割合が求

められる(図10)。さらにCBOの資材認知別に、

受検行動に差異があるかを把握することが可

能となる。大阪、東京ににおいては、資材認知

群はパネル期間中(5 月-12 月)の受検割合が有

意に高く、CBO 資材の接触の効果が示唆された。 

パネル調査を実施することで、同一対象者

の複数時点間の行動の変化をとらえることが

可能になり、ゲイ向け商業施設の利用頻度、

新規利用者、予防啓発への接触と行動変容の

因果関係を検証することも可能となる。 

 

ⅲ)追跡パネル調査(2013 年度) 

2013 年度の横断調査参加者は 3567 件で、追

跡パネル調査継続参加者は 1918 件(53.8％)で

あり、2012 年度（59.6％)とほぼ同程度であっ

た(図 9)。地域別では、2012 年度は 45.6％(東

海)～73.3％(関東)、2013 年度は 46.4％(中四

国)～58.5％(関東)であった。 

 追跡パネル調査の全てに回答した人は、2012

年度650人で、追跡パネル調査参加者の36.1％

であったが、2013 年度は 494 人で、追跡パネ

ル調査参加者の 25.8％であった。2013 年度は

パネル調査を 3-4 回予定していたが、研究費縮

減により 2回とした。またパネル参加者への謝

礼を半額にしたため、パネル参加の意思は示し

たが、実際には参加しなかったと思われる。 

 本研究班では、各地域の CBO が検査行動、予

防行動促進のための介入を行っている。パネル

調査はその介入の前後に調査を実施し、変化を

とらえることを目指した。2012 年度の研究か

らも、2-3 か月ほどの期間をおいてパネル調査

を繰り返し、6か月ほどの観察期間を持つこと

で、介入プログラムへの接触状況の変化、受検

行動や予防行動への効果を評価することが可

能であることが分かった。また、効果評価を確

実にするためには、各地域での対象者数の確保

が重要であった。 

1回目
パネル

5月
1,012件
56.1％

時期：
2月-5月

有効回答：
3,027件

横断調査
追跡パネル調査（2-3か月毎に実施）

2回目
パネル

7月
921件
51.1％

3回目
パネル

9月
872件
48.4％

継続可能者
1803件,59.6％

4回目
パネル
12月
818件
45.4％

4回継続者：650人（1回目参加者の64.2％）

2012年調査

2013年調査

1回目
パネル

7月
630件
32.8％

時期：
4月7日

-7月21日
有効回答：
3,567件

NGO
啓発
活動

2回目
パネル

9月
716件
37.8％

継続可能者
1,918件,53.8％

3回目
パネル
12月

2回継続者：494人（1回目参加者の78.4％）

横断調査
追跡パネル調査（3か月毎の調査を計画）

図9 MSM集団の性の健康に関する横断調査・パネル調査
GCQ-アンケート2012年/2013年の実施結果

ベースライン パネル-1 パネル-2 パネル-3 パネル-4

2-5月 ５月 ７月 ９月 １２月

HIV抗体検査受検経験

生涯受検経験（ｎ：650） 54.2%

過去１年間の受検経験（ｎ：650） 30.3%

パネル期間の受検経験（ｎ：650） 11.2% 7.8% 10.3% 11.5%

新規受検率 5.7% 1.5% 3.2% 3.4%

生涯受検経験者での再受検率 17.6% 12.2% 16.2% 17.2%

東京 大阪
Χ2=17.04 
p<0.01

Χ2=4.01 
p<0.05

○パネル調査期間のHIV抗体検査受検率(2012年）

1ヶ月間 2ヶ月間 3ヶ月間

図10 MSM集団の性の健康に関する横断調査・パネル調査
GCQ-アンケート/パネル調査から得られる結果



3. HIV 抗体検査受検者における特性と介入の

効果評価に関する研究 

 

本研究では、保健所および公的 HIV 抗体検査

機関での検査受検者の動向を把握し、エイズ予

防指針における個別施策層として性的指向の

側面で配慮の必要な同性愛者(以下、MSM :Men 

who have sex with men)や性風俗産業の従事

者・利用者の受検者の動向を明らかにすること

を目的とし、2011 年から 3 年間 HIV 抗体検査

受検者を対象とした質問紙調査を実施した。 

 

3-1) 都市部の保健所における HIV 抗体検査受

検者特性に関する研究 

(1)目的 

各地域の保健所・保健センター等において、

受検件数、HIV 陽性者数および受検者への質問

紙調査を実施した。本報告では、保健所の HIV

抗体検査受検者の特性として、HIV 陽性判明報

告のある検査施設と HIV 陽性判明報告のない

検査施設の受検者特性の差異を分析した。 

 

(2)方法 

東京都 17 施設、愛知県 16 施設、大阪府 17

施設の保健所で、2012 年 1月から 12 月まで実

施した HIV 抗体検査受検者対象の無記名自記

式質問紙調査を分析に使用した。3都府県別に

HIV 陽性判明報告のあった施設の受検者とな

かった施設の受検者間で

有意差のあった項目につ

いて、多変量解析多重ロ

ジステック回帰分析を行

った。統計的有意水準は

5％未満。 

 

(3) 結果・考察 

3 都府県の保健所 HIV

抗体検査件数は、東京都

6,023 件、愛知県 5,457

件、大阪府 8,031 件であ

り、有効回答は東京都

4,090 件 (有効回収率

67.9％)、愛知県 3,769 件

(同 69.1％)、大阪府 4,857 件(同 60.5％)であ

った。同期間に HIV 陽性判明報告があった施設

は、東京都 6 施設、愛知県 6 施設、大阪府 9

施設であった。 

陽性判明のあった施設となかった施設の受

検者特性と有意に関連していたのは(表 7)、東

京都では、東京都以外の在住者（OR1.84）、MSM

であること(OR 1.70)、年齢が 45 歳から 49 歳

であった(OR 0.58）。愛知県では、愛知県以外

の在住者(OR 10.65)、MSM であること(OR 2.02)、

過去 6 ヶ月間の HIV 感染不安経験がよくあっ

た・時々あった人(OR 1.52)、年齢が 45 歳から

49 歳(OR 0.37)、50 歳以上(OR 0.35)であった。

大阪府では、MSM であること(OR 1.96)、大阪

府以外の在住者(OR 1.61)、年齢が 30 歳から

34 歳(OR 1.50)、35 歳から 39 歳(OR 1.37)、25

歳から 29 歳(OR 1.31)であった。 

HIV 陽性判明報告のあった施設の受検者に

おける MSM 割合は、東京都 16.2％、愛知県

16.2％、大阪府 13.5％であった。 

日本のエイズ発生動向は男性同性間性的接

触を感染経路とする報告が大半を占めており、

HIV 陽性判明報告のある保健所の受検者特性

とは MSM であることや年齢、居住地が関連して

いた。自発的な検査行動から HIV 感染の早期発

見につなげるには、受検者の MSM 割合や年齢、

居住地等の特性を指標として検査環境の質を

改善していく必要がある。 

下限 - 上限 下限 - 上限 下限 - 上限

年齢

24歳以下 ref. ref. ref.

25-29歳 0.88 0.72 - 1.08 1.06 0.77 - 1.44 1.31 1.07 - 1.60

30-34歳 0.67 0.55 - 0.83 0.71 0.52 - 0.98 1.50 1.21 - 1.87

35-39歳 0.89 0.70 - 1.12 0.79 0.57 - 1.11 1.37 1.08 - 1.72

40-44歳 0.75 0.58 - 0.97 0.54 0.37 - 0.79 1.04 0.80 - 1.34

45-49歳 0.58 0.42 - 0.80 0.37 0.25 - 0.55 1.03 0.75 - 1.42

50歳以上 0.67 0.50 - 0.89 0.35 0.24 - 0.50 1.15 0.89 - 1.49

居住地

該当地域(都道府県) ref. ref. ref.

それ以外の地域 1.84 1.52 - 2.24 10.65 4.36 - 26.00 1.61 1.28 - 2.04

MSM分類

MSM以外 ref. ref. ref.

MSM 1.70 1.34 - 2.14 2.02 1.43 - 2.85 1.96 1.51 - 2.53

95％CI 95％CI 95％CI
AOR AOR AOR

東京都内(n=4086) 愛知県内(n=3764) 大阪府内(n=4848)
表7 保健所のHIV検査の陽性判明報告に関連する受検者の要因

陽性判明の有無 東京都 愛知県 大阪府
無かった施設 8.8％ 8.1％ 7.3％

有った施設 16.2％ 16.1％ 13.5％

＊3都府県の保健所のHIV陽性判明報告の有無別・受検者中のMSM割合

*いずれの都府県においてもカイ２乗検定による有意差p< 0.01



3-2) HIV 抗体検査受検者における特性と介入

の効果評価に関する研究 

(1)目的 

受検者の社会的な背景の違いを踏まえ、HIV

陽性告知後の受診行動に関連する要因を明ら

かにすることを目的とした。 

 

(2)方法 

2013 年 1 月から 9 月末まで、宮城県、東京

都、神奈川県、千葉県、愛知県、大阪府、福岡

県、沖縄県の8都府県78保健所で実施したHIV

抗体検査受検者を対象とした無記名自記式質

問紙調査の有効回答者を性別と生涯の性交相

手の性別、過去 6ヶ月間の金銭を介した性交経

験によって分類した 7群各々で基本属性、HIV

感染や HIV 抗体検査に関する知識、HIV 感染に

関する意識や相談可能性、性感染症既往および

予防行動の項目別に、受診に対する自信を独立

変数とした単回帰分析を行ない、有意差のみら

れた項目について多変量解析多重ロジステッ

ク回帰分析を行った。 

 

(3)結果・考察 

有効回答者は13,006件(回収率63.4％)であ

った。性別では男性 8,622 人(66.3％）、女性

4,361 人(33.5％)、その他 23 人(0.2％)で、17

人はトランスジェンダーや性同一性障害と回

答していた。 

生涯の性交相手の性別が異性のみであった

男性 6,782 人(男性の 78.7％、全体の 52.1％)

のうち、過去 6ヶ月間に金銭の授受による性交

経験がない男性(男性受検者)は 3,388 人(男性

の 39.3％、全体の 26.5％)、過去 6ヶ月間にお

金をもらった性交経験がある人は 49 人(男性

の 0.6％、全体の 0.4％)、過去 6ヶ月間にお金

をもらった性交経験はないが、お金を払った性

交経験がある男性は 3,345 人(男性の 38.8％、

全体の 25.7％)であった。 

生涯の性交相手が同性または両方であった

男性は1,840人(男性の21.3％、全体の14.1％)

で、このうち過去 6ヶ月間に金銭の授受による

性交経験がない男性(MSM 受検者)は 1,471 人

(男性の 17.1％、全体の 11.3％)であった。過

去 6 ヶ月間にお金をもらった性交経験がある

人は 110 人(男性の 1.3％、全体の 0.8％)で、

このうち過去 6 ヶ月間にお金を払った性交経

験のある人が 20 人であった。過去 6ヶ月間に

お金をもらった性交経験はないが、お金を払っ

た性交経験はある男性(SW 利用 MSM 受検者)は

259人(男性の3.0％、全体の2.0％)であった。 

生涯の性交相手が異性のみであった女性

4,175 人(女性の 95.7％、全体の 32.1％）のう

ち、過去 6ヶ月間に金銭の授受による性交経験

がない女性(女性受検者)は 3,731 人(女性の

85.5％、全体の 28.7％)であった。過去 6ヶ月

間にお金をもらった性交経験はあるが、お金を

払った性交経験はない女性(SW 女性受検者)は

425人(女性の9.7％、全体の3.3％)であった。

生涯の性交相手の性別が同性または両方であ

った女性(WSW 受検者)は 141 人(女性の 3.2％、

全体の 1.1％)で、このうち過去 6 ヶ月間にお

金をもらった性交経験がある人は 42 人(女性

の 1.0％、全体の 0.3％)、過去 6ヶ月間にお金

を払った性交経験がある人は 6人であった。 

多変量解析の結果、HIV 検査で陽性となった

場合に医療機関に受診することへの自信に関

連していたのは、MSM 受検者では、家族に相談

できる・できると思う(OR 2.70)、友達に相談

できる・できると思う(OR 1.81)、相談場所を

知っている(OR 1.58)、被扶養者の健康保険加

入(OR 0.65)、健康保険未加入(OR 0.54)であっ

た。過去 6ヶ月間に相手に金銭をもらった性交

経験のある女性受検者では、家族に相談でき

る・できると思う(OR 3.94)であった。他の受

検者でも、家族に相談できる・できると思う、

友達に相談できる・できると思う、相談場所を

知っているが関連していた。 

HIV 陽性判明を想定した場合の受診行動へ

の自信には、家族や周囲の友達の支援、相談先

などの社会環境の整備が重要である。一方で自

分の家族に相談できる・できると思う割合は

MSM受検者22.3％、SW利用MSM受検者23.2％、

SW 女性受検者 25.9％と他群に比べ極めて低く、

家族への相談がしにくいと感じている。そのた

め周囲の友達の支援や相談先などの社会環境

の整備がより重要と考えられる。 



3-3) HIV 郵送検査と保健所等における HIV 抗

体検査受検者の特性に関する研究 

(1)目的 

保健所等での HIV 検査件数は 2008 年の

177,156 件をピークに激減している一方で、

HIV 郵送検査件数は 2011 年まで年々増加を続

け2012年も65,000件以上の利用となっている。

近年の郵送検査利用者の増加を鑑み、郵送検査

会社 A 社の協力を得て受検者へのアンケート

調査を実施し、保健所等および公的 HIV 検査機

関の受検者との相違を分析した。 

 

(2)方法 

郵送検査会社 AB 社の検査受検者および 8都

府県(宮城、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪、

福岡、沖縄) の 83 ヶ所の保健所等およびその

他公的なHIV抗体検査機関で2012年10月から

2013 年 9 月の期間に HIV 検査を受検した男女

62,269 名のうち、自記式質問紙に回答した

38,941 名(回答率: 62.5%)から、アンケートに

初めて回答し、上記8都府県に在住する28,564

名を分析対象者とした。郵送検査受検者群(以

下、郵送受検者群、n=1,876)、保健所等 HIV

検査受検者群(以下、保健所等受検者群、

n=18,996)やその他の公的 HIV 抗体検査機関で

ある南新宿検査・相談室 HIV 検査受検者群(以

下、南新宿受検者群、n=3,681)、chotCAST な

んば HIV 検査受検者群(以下、chotCAST 受検者

群、n=4,011)について解析した。 

 

(3)結果・考察 

全受検者に占める MSM 割合は、南新宿受検者

群が 24.0%と最も高く、chotCAST 受検者群

15.3％、保健所等受検者群 12.2％、郵送受検

者群 7.4%であった。MSM 以外の男性は、保健所

等受検者群 53.3%、郵送受検者群 52.6%、

chotCAST 受検者群 51.9%とほぼ同様で、南新宿

受検者群 41.2%と少ない割合であった。女性は、

郵送受検者群が 40.0%を占めたが、南新宿受検

者群 34.7%、保健所等受検者群 34.2%、chotCAST

受検者群 32.3%はほぼ同様であった。 

年齢階級が 24 歳未満の若年層の割合は保健

所等受検者群が 18.4%で、郵送受検者群や南新

宿受検者群に比較して有意に高かった。居住形

態で一人暮らしの割合は、保健所等受検者群

35.4%に比して南新宿受検者群 50.8%、郵送受

検者群 45.4%は高く(p<0.001)、既婚者割合は

南新宿受検者群(19.4%)や chotCAST 受検者群

(21.8%)に比して郵送受検者群(28.4%)、保健所

等受検者群(27.6%)が高かった(p<0.001)。 

郵送検査受検者では、HIV 検査を初めて受検

する割合が他の検査機関に比べて多く、そのほ

とんどが自発的に受検を決めていた。過去 6

ヶ月の感染不安を有する割合はすべての検査

機関で 30％台であったが、相談場所を知って

いる割合や家族や友人に HIV/性感染症につい

て相談できる割合は郵送受検者群で低かった。  

MSM 受検者においても、郵送検査は初受検者

が他の検査機関より多く、また自発的に利用し

ていることが示唆された。HIV や性感染症で困

った時や不安な時に家族に相談できる、できる

と思うと回答した割合は、MSM 受検者は全受検

者に比して低く、特に郵送受検者群は 12.2%と

低い。一方で友人に相談できる、できると思う

と回答した割合は全受検者の場合より高く、ま

た家族への相談よりも高かった。 

 

郵送検査では、一人暮らしの割合や既婚者割

合、初めて受検する割合、金銭を払った性経験

や金銭をもらった性経験の割合などが他の検

査機関の受検者に比べて高い傾向にあり、これ

らの受検者層が郵送検査を自発的に選んでい

る傾向が伺えた。 

郵送検査においては対面支援が困難である

ことから、受検する前後、特に結果を知らせる

場面での情報提供が重要となる。しかし、他の

検査機関の受検者でも相談場所を知らない受

検者は 6割近くを占め、家族や友人に相談でき

ない割合も 2/3 を占めており、いずれの検査機

関においても、受検者の状況を踏まえた支援の

対応が望まれる。 

 

 

 

 

 



3-4) HIV 抗体検査受検者における特性と介入

の効果評価に関する研究 

(1)目的 

各地域の保健所・保健センター等での受検

件数の動向を把握し、受検者へのアンケート

から保健所等の検査事業に MSM がどの程度受

検しているかを把握する。また本研究班の CBO

が展開している MSM 向けの啓発普及が受検者

にどの程度認知されているかを把握し、啓発と

受検行動の関連を観察する。 

 

(2)方法 

沖縄県、東京都、愛知県、名古屋市、大阪

府、大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、福

岡市、仙台市の協力を得て、HIV 抗体検査受

検者を対象とした質問紙調査を実施した。

2011 年は計 27 検査機関、2012 年は計 82 検査

機関、2013年は計81検査機関の協力を得た。 

 

 (3)結果・考察 

2012年1月-12月までの各機関のHIV抗体検

査実施状況は全体で 40,740 件、陽性判明報告

数は 198 件(0.49％)であり、エイズ動向員会

報告における同地域同期間の検査件数(46,673

件)の 56.6％を占めた。2013 年 1 月-9 月まで

の各機関の HIV 抗体検査実施状況は全体で

35,486 件であり、陽性判明報告数は 171 件

(0.48％)であり、エイズ動向員会報告におけ

る同地域同期間の検査件数(36,214 件)の

56.7％を占めた。 

2012年(1-12月)、2013年(1月-9月)の受検

者中の MSM 割合は、宮城県内 10.8%、12.3%、

東京都内 14.3%、15.4%、南新宿検査・相談室

26.5%、26.9%、神奈川県 10.7%、12.2%、千葉

県 7.7%、6.0%、愛知県 13.9%、15.6%、大阪府

内 11.0%、13.0%、chot CAST なんば 15.0%、

17.3%、福岡県内 14.0%、14.7%、沖縄県内

22.2%、19.9%であった。郵送検査では 5.8%、

5.8%であった。 

宮城県内、東京都内(南新宿検査・相談室を

除く)、南新宿検査・相談室、神奈川県内、千

葉県内、愛知県内、大阪府内(chotCAST なん

ばを除く)、chotCAST なんば、福岡県内、沖

縄県内の受検者動向について、MSM 割合の推

移と MSM 受検者における Community Based 

Organization (以下、CBO)の活動による資材

の認知割合の推移の概要を表 8に示した。地方

では、保健所等の公共機関での HIV 抗体検査

は、知り合いに会うことや対応への不安から

受検しにくい環境であるが、CBO の啓発資材

への接触によって受検行動が促進されること

が示唆されている。 

受検者に占める各月のMSM割合 MSM受検者におけるCBO資材認知割合

宮城県内保健所等 検査普及月間の時期(6月、12月)の
MSM割合は他の月より高い。

CBO資材の認知割合は上昇傾向。

東京都内保健所等
(南新宿検査・相談室

を除く)

検査普及月間の時期(6月、12月)の
MSM割合は他の月よりやや高い。

MSM以外の男性や女性と比べ高いが
CBO資材の認知割合はほぼ横這い。

南新宿検査・相談室
月ごとに変動はみられるがほぼ横這い。

CBO資材の認知割合はほぼ横這い。
一方で行政の紙資材やAC広告の認知割合

は減少。
神奈川県内保健所等

月ごとに変動はみられるがほぼ横這い。
CBO資材の認知割合はほぼ横這い。

一方で行政の紙資材やAC広告の認知割合
はやや減少。

千葉県内保健所等
MSM割合は他県の保健所等の受検者に比べ

低い割合で横這い。

CBO資材の認知割合はほぼ横這い。
一方で行政の紙資材やAC広告の認知割合

はやや減少。
愛知県内保健所

月ごとに変動はみられるがほぼ横這い。
MSM以外の男性や女性と比べ高いが
CBO資材の認知割合はほぼ横這い。

大阪府内保健所
(chotCASTなんばを

除く)
2012年6月以降、MSM割合は上昇傾向。 CBO資材の認知割合は上昇傾向。

chotCASTなんば
MSM割合はやや上昇傾向 CBO資材の認知割合はやや増加傾向。

福岡県内保健所
月ごとに変動はみられるがほぼ横這い。

CBO資材の認知割合は変動がみられるが減
少傾向はない。

一方で行政の紙資材やAC広告はやや減少。
沖縄県内保健所等 MSM割合は11.1％～47.1％の間で変動するが

他県の保健所等の受検者に比べ高い割合。
MSM割合の高い月の受検者では

CBO資材の認知割合も他の月に比べ高い。

表8 保健所等のHIV検査を受検するMSMの各地域の状況



4.MSMにおけるHIV/STD感染の動向に関する研究 

4-1)感染症発生動向調査からみた MSM におけ

る HIV/AIDS を含む性感染症の発生動向 

(1)目的と方法 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律」に基づき実施されている感

染症発生動向調査で、全数報告されている後

天性免疫不全症候群（以下、HIV/AIDS）、B型

肝炎、アメーバ赤痢、梅毒について、感染経

路が同性間性的接触と報告された男性の発生

動向を解析した。 

 

(2)結果・考察 

男性（同性間性的接触）の AIDS 未発症の報

告数は2008年 790例まで増加が続き、2009年

に減少した後 2010 年は再び増加したが 2008

年の報告数は超えず、その後2011年、2012年

は 2 年続けて減少し、2012 年は 714 例であっ

た。2011年に減少した東京都は2012年には再

増加（+39 例）したが、大阪府（-41 例）等 20

府県が減少した。2011 年・2012 年の 2年間合

計の報告（以下、2011-12 年）でみた年齢分布

は、20 代後半～30 代後半の年齢群が多く、

2009 年・2010 年の合計報告（以下、2009-10

年）と比較して、特に 30 代後半が減少した。 

AIDS 患者は 2005 年を除いて 2011 年 266 例

まで増加が続いたが、2012 年は減少して 234

例であった。2011 年に HIV 感染者とともに減

少した東京都は 2012 年に 5例増加し、愛知県

（-16 例）、大阪府（-15 例）等 22 府県で減少

した。2011-12年では30代後半及び40代前半

の2つの年齢群が多く、2009-10年と比較して

特に 30 代が減少した。 

2011-12 年報告の男性全体報告に占める男

性同性間性的接触は、全国値が HIV/AIDS 全体

で 70.0％(2009-10 年 51.5％)、HIV 感染者で

74.8％(2009-10 年 73.3％)、AIDS 患者では

59.0％(2009-10 年 66.7％)であった。 

AIDS患者のHIV/AIDS全体の報告に占める割

合は（全国値）、同性間性的接触による感染と

報告された者では 25.6％（2009-10 年 23.3％）、

同性間性的接触以外による感染とされた者で

は 41.6％（2009-10 年 44.0％）で、MSM の AIDS

発症前の受検行動が推察された。 

男性（同性間性的接触）の HIV/AIDS 以外の

性感染症の動向は次の通りであった。 

B 型肝炎の報告数は、2010 年まで 7（2006

年）～19 例（2008 年）の範囲で推移していた

が、2011年 23例、さらに2012年 30例と増加

が続いた。2011-12 年では 20 代前半～30 代前

半の3つの年齢群が多く、2009-10年と比較し

て主にこれらの3つの年齢群が増加した。A型

肝炎はこの間には報告がなかった。C 型肝炎

は 2003～2006 年には報告がなく、2007～2011

年は1～3例、2012年は8例とやや多かった。 

アメーバ赤痢は 73～91 例の範囲であり、増

減の明らかな傾向は認められなかった。梅毒

は 2007 年までは 52（2003 年）～71 例（2005

年）の範囲で推移していたが、2008 年 132 例

に急増後は増加傾向にあり、2012 年は 277 例

であった。ジアルジア症は 2003～2011 年は 1

～6例で、2012 年は 8例とやや多かった。 

わが国の HIV 感染者・AIDS 患者を減らすた

めには、MSM における対策の推進が必要であ

り、感染者・患者の年齢層や地域的特性を把

握し、他の性感染症対策と併せて実施するこ

とが重要である。 

 

4-2)日本の MSM における地域ブロック別 HIV

感染者および AIDS 患者の動向 

(1)目的 

MSM における HIV/AIDS を含む性感染症対策

に資することを目的に、「感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律」に基づ

き実施されている感染症発生動向調査におい

て、性的接触が感染経路となる全数把握疾患

の「同性間性的接触による感染と報告された男

性」の発生動向について、報告数の推移等を検

討した。MSM について、層化抽出成人男性を対

象としたインターネットによる調査から得ら

れた MSM 割合を基に MSM 人口を推定し、地域別

の HIV、AIDS の有病率、年次発生率を推定した。 

 

(2)結果・考察 

2011 年度に実施した成人男性を対象とした

調査から同性間性的接触を有した MSM は 4.6%



（n=1,844、95%C.I.; 4.4%-4.8%）であった。

居住地ブロック別 MSM 割合は、四国（n=1,150）

が 3.4%（95%C.I.;2.4%-4.4%）と最も低く、北

海道（n=1,617）が 5.9%（95%C.I.; 4.7%-7.0%）

と最も高かった。都道府県別の MSM 割合は

2.0%（高知県、島根県）から 6.4%（大分県）

の範囲であった。 

都道府県別の MSM 割合を平成 22 年国勢調査

の20歳～59歳成人男性人口に乗じ、都道府県

別、地域ブロック別 MSM 人口を推定した。次い

で、平成 23 年エイズ発生動向年報における男

性同性間性的接触による感染の HIV 感染者、

AIDS 患者数を用いて、MSM における有病率お

よび発生率を人口 10 万対で求めた(図 11)。 

ⅰ)推定 HIV および AIDS 有病率 

HIV 有病率は東京都が最も高く 1,438.75 で、

次いで近畿555.56、東海384.83、九州258.80

であった。AIDS 有病率は東京都が最も高く

329.67で、次いで東海161.16、近畿139.36、

九州 97.36、東京都を除く関東・甲信越が

90.68 であった。 

 

ⅱ)推定 HIV 発生率の推移 

推定した都道府県別 MSM 人口をブロック単

位にし、平成 23 年エイズ発生動向年報の年次

報告を用いて2000年から2011年のHIV、AIDS

発生率をブロック別に求め推移をみた。 

推定 HIV 発生率はいずれのブロックにおい

ても上昇傾向であった。2000 年に比べ最も上

昇していたのは九州（2000 年 2.46 から 2011

年 38.20）で、次いで東海（2000 年 6.13 から

55.76）、中国・四国（2000 年 5.65 から 2011

年 32.00）、近畿（2000 年 11.71 から 58.54）

であった。東京都は 2000 年 56.16 から 2008

年151.59まで上昇傾向であったが、2009年以

降減少に転じ 2011 年には 105.93 であった。 

また推定 AIDS 患者発生率は、地域の MSM に

おける HIV 流行状況を示していると考えられ

るが、2011 年に東海、九州などの地方が東京

や近畿と同様の状況となっていた。中国・四

国や北陸でも上昇傾向であり、全国に感染が

拡大している可能性がある。 

 

エイズ動向委員会の報告数は、人口が集積

している東京都からが多いことは当然である。

しかし、地域の MSM 人口当たりの有病率や発生

率を推定すると、地方都市のHIV感染者やAIDS

患者の動向は、東京に加えて、これらの地域で

も MSM への対策が喫緊であることが示されて

いる。 

 

図11 MSM人口と推定HIV/AIDS有病率および年次発生率

●MSM人口とHIV/AIDS有病率

MSM
有病率
/10万対

％ 人口 AIDS HIV
北海道・

東北 4.4 159,668 56 127
関東・

甲信越 4.4 408,015 91 202

東京 5.8 219,010 330 1439
東海 4.2 163,190 161 385
北陸 4.7 34,794 49 141
近畿 5.1 264,780 139 556

中/四国 3.9 106,244 79 225
九州 4.7 162,289 97 259
全国 4.6 1,502,107 137 461

*総務省統計局(２０１２年７月３１日）、２０-５９
歳成人人口から算出

MSMのAIDS発⽣率/10万対
東海

東京

近畿
九州

中四

MSMのHIV発⽣率/10万対

東海

東京

近畿

九州
中四



4-3)日本国籍 MSM における出生年代別

HIV/AIDS の動向分析 

(1)目的 

日本国籍 MSM における感染拡大の状況を把

握するため、出生年代別に HIV 感染者および

AIDS 患者の動向を明らかにすることを目的と

した。分析対象を20-59歳のMSMとし、出生年

代別に MSM 推定人口 10 万対の HIV 感染者数

（HIV 発生率）および AIDS 患者数（AIDS 発生

率）を求め年次動向を明らかにした。 

MSM 人口は本研究班で実施されたインター

ネットを用いた質問紙調査（n=39,766）によっ

て MSM 割合（4.6%、95%信頼区間 4.4%-4.8%）

を用いて推定した。HIV 感染報告数および

AIDS 患者報告数は感染症発生動向調査から

2000年から2011年までの動向について出生年

代別に再集計した。 

 

(2)結果・考察 

出生年代別 AIDS 発生率の年次推移は、1950

年代生まれを除く年代は増加傾向である(図

12)。増加は、1960 年代生まれでは 2002 年以

降、1970 年代生まれでは 2003 年以降、1980

年代では 2006 年以降であった。 

出生年代別 HIV 発生率は、1980 年代生まれ

以外の年代はいずれも2007年、2008年以降で

報告数が減少していた。各出生年代で HIV 発

生率が最も高かったのは、1950 年代生まれ

17.7(2008年)、1960年代生まれ42.9(2007年)、

1970年代生まれ66.3(2007年)、1980年代生ま

れ 82.7(2011 年)であり、出生年代層が若い群

の方が高かった。 

感染拡大を把握するために、出生年代別

HIV 発生率、AIDS 発生率の推移について、直

線回帰を用いて傾き係数を算出した。HIV で

は 1950 年代生まれ 0.9807、1960 年代生まれ

3.179、1970 年代生まれ 5.7449、1980 年代生

まれ 7.5651 であり、AIDS では 1950 年代生ま

れ0.4243、1960年代生まれ1.0959、1970年代

生まれ 1.708、1980 年代生まれ 1.3436 であっ

た。係数値から HIV、AIDS 共に各出生年代で

増加傾向にあり、特に HIV は若年層ほど値が

大きい結果であった。 

出生年代別 MSM 人口 10 万人当たりの感染者

数、患者数の年次推移から、1980 年代生まれ

の若い年齢層は増加が続いており、傾き係数

も他の年代より大きいことが示された。若い

年代では早期検査につながっていると考えら

れる一方、予防行動がとられていないために

感染が拡大していることも考えられる。AIDS

患者数も少ないながら増加しており、この年

代層への啓発が必要である。 

342,352人 342,352人 460,292人 342,360人
出生年別MSM人口

図12 推定MSM人口10万対の
出生年代別HIVおよびAIDSの動向(2000年-2011年)
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（2011年当時32-41歳）

1980年代出生群
（2011年当時22-31歳）



5. MSM の HIV 感染に関与する社会学的背景お

よび感染対策に寄与する要因―ロジックモ

デルを用いた CBO による啓発活動のプロセ

ス評価― 

1)目的 

MSMの HIV感染予防対策としてCBOが実施し

ているコミュニティに向けた予防介入プログ

ラムの記述による評価と検討を行い、評価方

法及び評価体制について検討する。 

 

2)方法 

CBO がコミュニティに向けて行っている HIV

予防啓発介入活動の一部のプログラムを取り

上げて、当該 CBO のスタッフを中心とした参

加者によるワークショップを複数回実施し、

プログラムの活動や目的、期待される結果な

どに関する意見交換を行った。一般的なプロ

グラム評価論と米国 CDC の評価フレームワー

クを参考にしつつ、プログラムの記述にはロ

ジックモデルをツールとして用いてプログラ

ムを整理して記述を試みた。対象 CBO とプロ

グラムは、NPO 法人 akta；アウトリーチ活動、

Love Act Fukuoka（以下、LAF）；コミュニテ

ィペーパー「season」、MASH 大阪；コミュニ

ティスペース dista（以下、dista）であった。 

 

3)結果 

①プログラムの記述：3つのCBOの 3つのプロ

グラムについて、プログラムの記述による評

価を行った。akta によるアウトリーチ活動は、

当該コミュニティとの信頼を含む関係性の構

築と保持が活動の根幹にあることが明確にな

り、それを目的とする活動がアウトリーチ活

動に内包されていることが記述された。LAF

によるコミュニティペーパー「season」は、個

人に向けてHIV/STDの共有、LAFやコミュニテ

ィセンターhaco の情報を提供するとともに、

地元のイベント情報等を掲載し、個人に対し

ては HIV/STD に関する効果的な情報提供と同

時に、街の情報誌として情報を媒介する機能

を併せ持ち、haco(LAF)がコミュニティの一員

としての役割を示すと同時にコミュニティか

らの信頼を得ることを意図していることが記

述された。MASH大阪によるdistaは、HIVが特

別と思わなくなる、コミュニティで HIV/STI

の話題を話すことができるようになる、自分

で考えて情報を求め得る、自分で考えて検査

を受検する、自分で考えて相談する、医療や

検査相談などの社会資源が身近になり利用で

きる、コンドームを使う、自分らしく居られ

る場所があるといった要素がMSMにおけるHIV

予防には重要であるという考えのもとに、

dista を運営していることを明確に記述した。

さらに、対象の定義を明確にした。 

②評価方法論の検討：CDC のフレームワーク

を基にしたロジックモデルを用いてプログラ

ム全体をシステマティックにかつ詳細に記述

することによって、プログラムが意図する結

果（目的や目標）と構成要素（資源や活動など）

を明確にすることができた。 

 

4)考察 

①プログラムの記述に関して、プログラム評

価を行うことによって、各ステイクホルダー

に有益な情報が整理されると同時に、一見し

ただけでは理解し得ない複合的な目的をはら

む活動を明確に記述することができた。ステ

イクホルダーは CBO のスタッフ、ボランティ

アや街の人を含む周囲の人、研究者、行政、

関連 CBO などであり、それぞれプログラムの

改善、理解、評価指標の設定と評価、類似活

動との比較などの意味においてプログラム評

価が有益な情報をもたらした。また、参加者

が目的や活動を振りつつ他のスタッフとコミ

ュニケーションを行い、一つのモデルを作り

上げるというプログラム評価の過程において、

関係者間の理解や目的の違いを認識しつつ、

CBO としてのある目標へ向かう活動であるこ

とを、再確認することに寄与した。 

②評価方法論の検討に関して、効果評価（アウ

トカム評価）を行う以前に、先のステイクホル

ダーを明確にすること及びプログラム全体を

形あるものとして明確に記述することによっ

て詳細に理解し合意形成を行うことができる。

それによって初めて、妥当なプログラム評価

の実施が可能となり、共通の理解視点を持っ



て戦略的なプログラムの改善と運営を行うこ

とができるようになる。評価理論を実際に応

用する際に、各 CBO による想像以上に複雑な

プログラムを解きほぐし整理しつつ記述する

ことに苦慮した。より簡易かつ迅速に、必要

十分な評価結果を得ることができるよう、CDC

フレームワークのアレンジと手法の開発が必

要である。MSMに訴求力のあるHIV予防啓発を

行うCBOがCBOとしての介入を行う上で、コミ

ュニティから受容されるピア性の維持、信頼

関係の構築と維持が基板となっていた。これ

らの属性は CBO が必然的にかつ永続的に有す

るものではなく、意図的に維持する取り組み

を行うことが重要であり、これに失敗すると、

CBO の最大の特徴であるメッセージの訴求力

を失う可能性があることが推察された。また、

これまでのサーベイによる結果評価において、

介入曝露群と非曝露群の分類に使用していた

CBO やキャンペーンのロゴの認知と介入曝露

の程度は単純な相関ではないと考えられる。

コミュニティにおける CBO やその活動への信

頼や人気・支持といった指標が CBO の効果に

反映することが推察された。 

 

5)結語 

CBO による HIV 予防啓発の評価は、HIV 罹患

率の減少や AIDS 報告数の減少といった長期的

な中長期的な成果を待つ前に、プログラムの

体系的な理解と、それによる活動プロセスの

評価指標により、プログラムプロセスをモニ

タリングし、より効果的なプログラムへと迅

速に改善をしつつ進めていく必要がある。 

 

6.自治体におけるMSMのHIV感染対策構築に関

する研究 

ゲイCBOと行政の連携協力によるMSMの早期

検査・治療・支援を促進する啓発普及を図る

と共に、保健所等の受検者質問紙調査および

MSM 集団のパネル調査等による受検行動や予

防行動に関する分析結果を共有し、MSM の HIV

感染対策の企画、実施、評価の体制整備に関

する研究プロセスを協働することで、地方行

政でのMSMのHIV感染対策について検討した。 

1)エイズ対策事業に関する意見交換会 

首都圏では、東京都、神奈川県、千葉県、

埼玉県の自治体や保健所と連携し、①自治

体・保健所等とのエイズ対策事業に関する意

見交換会、②保健所等の HIV 検査担当者への

研修会、③MSM 向け広報資材ヤローページへ

の保健所等の検査機関掲載による MSM の検査

促進、④HIV マップと連動した支援情報、検

査情報の広報などが実施された。 

近畿地域では、検査事業の専門職者がセク

ターを越えたネットワークを構築するプロフ

ェッショナル・ミーティングが行われた。 

 また、CBO・やろっこと仙台市、CBO・ALN と

名古屋市、愛知県、CBO・LAF と福岡市、福岡

県、CBO・nankr と沖縄県、那覇市、CBO・HaaT

えひめと松山市、愛媛県と、各地域の CBO は行

政と連携した MSM へのエイズ対策を構築する

ため積極的にかかわりをもった。 

 

2)保健所等の HIV 検査担当者への研修会 

HIV 検査担当者を対象にした研修会は、7地

域で実施され、セクシュアリティ理解、地域

のHIV感染の疫学動向、MSM受検者やHIV陽性

者への相談・対応に関する当事者参加型の模

擬体験が研修内容として企画された。研修会

を通じ CBO と行政の連携が図られ、自治体が

行う HIV 検査の MSM 向け告知資材（ポスターや

カード）作成に協力し、ゲイバーなどの MSM

向けの商業施設に配布することが行われた。 

 

3)保健所等での HIV 検査受検者動向調査 

2011 年度からは、東京都内(18 機関)、大阪

府内(17 機関)、愛知県内(16 機関)、沖縄県内

(3 機関)で、2012 年度には神奈川県内(4 月よ

り7機関)、福岡県内(4月より2機関、10月よ

り1機関)、千葉県内(5月より12機関)、宮城

県内(8 月より 6機関) 、大阪府内(10 月より 1

機関)が新たに加わった。計83機関(2012年12

月末時点)で実施した。3 か月ごとに中間集計

を協力機関に還元し、エイズ担当者研修会の折

に、CBO と協力自治体・保健所に分析結果を報

告し、エイズ対策への情報共有を図った。 



D.考察 

1.戦略研究の効果評価と政策還元 

エイズ予防のための戦略研究で開発され施

行されたプログラムは、一部は厚生労働省の

委託事業として、また当研究班での継続研究

として、首都圏、阪神圏において継続され、

また他の地域にも導入された。 

首都圏では、MSM の HIV 検査受け入れに積極

的に協力した定点保健所において、2009 年か

ら 2010 年に MSM 受検者数が増加し、HIV 陽性

割合も上昇し、MSM 受検者の首都圏啓発資材の

認知割合も著しく上昇した(本研究班の平成

23 年度総括・分担研究報告書参照）。この効果

は、2010 年度に実施した「エイズ発症予防で

きるキャンペーン」によってもたらされたこと

が、首都圏バー顧客調査のポスター認知と HIV

受検行動の関連によって示されている(本研究

班の平成 25 年度総括・分担研究報告書参照）。 

これらの啓発活動は、CBO の献身的な取り組

みによるところが大きく、その活動を可能とし

た戦略研究費によるところでもある。CBO によ

る啓発活動は、戦略研究以前は新宿地域を中心

に取り組まれていたが、戦略研究によって上

野・浅草、新橋と地域を広げることができた。

上野・浅草、新橋地域は新宿地域より年齢層が

高いとされており、高年齢層でエイズ発症患者

が多いことからも、これらの地域での啓発活動

は首都圏のエイズ対策として重要と考える。 

阪神圏では、戦略研究で開発されたクリニッ

ク検査キャンペーンが 3年間継続され、大阪府

は地域再生医療費をこれにあてて地域の MSM

のエイズ対策の取り組みとした。およそ 3か月

間のキャンペーンを年に 2 回実施するなどの

工夫をし、1回あたり 200 人を超える受検者を

集め、HIV 陽性率が全体で 3％と高かったこと

から、MSM に対する早期検査の機会を提供した

と言える。 

以上のように首都圏、阪神圏においては、

Hard to reach 層である MSM に、当事者 CBO の

訴求性のある啓発活動により介入対象層が拡

大し、受検行動を促進させたことは社会的意義

が大きいと考える。 

 

2.地域の MSM への HIV 感染対策として、CBO、

コミュニティ、自治体・保健所のかかわりの

重要性 

６地域の CBO はコミュニティセンターを基

軸に、商業施設、メディア、Web などのネッ

トワークをを介して、MSM に向けて様々な取

り組みを継続し、また新たな取り組みを試行

した。エイズ予防のための戦略研究が終了し

た後、2011 年４月から、厚生労働省の同性間

のエイズ対策事業として、コミュニティセン

ター運営は事業となり、それまで研究班ベー

スで行われていた啓発プログラムの多くは事

業として行われるようになった。研究班では、

CBO のコミュニティベースの啓発活動の効果

を評価する役割を持つと共に、地域の MSM に

向けたエイズ対策を促進するために CBO、自

治体・保健所等、研究班の連携体制の構築を

計画した。CBO はコミュニティセンター事業

を進める一方、自治体・保健所等との連携、

そして研究班との評価調査の実施を進めてき

た。商業施設との関係構築は、6地域のCBOが

地域のほとんどの施設にアウトリーチを行っ

ている(表 9)。 

東北(仙台）ではゲイコミュニティへ向けた

啓発がコミュニティセンターZEL を中心とし

た活動により進み、保健所で行う HIV 検査の広

報を仙台市等との連携を図り実施してきた。そ

の結果、仙台市エイズ即日検査会での MSM 受検

者割合が増加している。こうした行政との連携

は、他の地域でもみられている。CBO が主体と

なって自治体・保健所にアプローチし、担当者

との情報交換や意見交換がもたれるようにな

った。首都圏グループの「エイズ対策事業に関

する意見交換会」では、戦略研究で構築した保

健所への検査促進を継続することを目的に

CBO の呼びかけで開催している。そして、この

意見交換会に続き、「保健所等の HIV 抗体検査

担当者への研修会」が自治体・保健所と連携し

て開催され、一部の保健所は支援・相談ウェブ

サイト「HIV マップ」にあんしん HIV 検査機関

として紹介され、また首都圏の MSM を対象とし

た HIV 抗体検査普及のための冊子「ヤローペー

ジ」に掲載されている。 



大阪では、MASH 大阪が CBO と地域のエイズ

担当者が一堂に集まるプロフェッショナルミ

ーティング(PM)を企画し、大阪地域の検査場

面における MSM への対応の研修会を実施して

いる。また、検査で陽性と分かった人のための

支援プログラムは、NPO 法人 CHARM が戦略研究

後も厚生労働省事業を受託して継続し、保健所

やクリニック検査キャンペ―ンの医療機関と

連携して、地域での陽性者支援の取り組みとし

ている。 

３年間の地域の CBO の活動を見ると、いずれ

の地域でも、自治体・保健所と連携し、保健所

のHIV抗体検査担当者へのMSM対応の研修の実

施、そして保健所の HIV 抗体検査を MSM に向け

て広報する資材作成が行われている。MSM 中高

年では診断時の AIDS 発症率が高く、受検率も

低い状況にあるため、さらに HIV 抗体検査の機

会を増大すると共に CBO による啓発活動を進

める必要がある。 

 

3.保健所のHIV抗体検査と受検者におけるMSM 

保健所等のHIV検査がMSMにどの程度利用さ

れているのかについても、戦略研究で導入さ

れた保健所等のHIV検査受検者対象の5分間ア

ンケートを改変して、8 都府県 11 自治体の協

力を得て実施された。各地域の MSM 割合の推

移、MSM受検者におけるCBOの活動、資材の認

知の推移に焦点をあてた評価が行えた。 

HIV陽性判明報告例のあった施設のMSM割合

は、東京都 16.2％、愛知県 16.1％、大阪府

13.5％で、HIV 陽性判明報告例のなかった施設

のおよそ 2 倍の割合であった。日本のエイズ

発生動向は男性同性間性的接触を感染経路と

する報告が大半を占めており、自発的な検査

行動から HIV 感染の早期発見につなげるには、

受検者のMSM割合を指標としてMSMの受検を促

進する検査体制にしていくことが望まれる。 

また受検者が HIV 陽性判明を想定した場合

の受診行動には、家族や周囲の友達の支援、

相談先などの社会環境が関連している一方、自

分の家族に相談できる・できると思う割合は

MSM 受検者 22.3％、SW 利用 MSM 受検者 23.2％、

SW 女性受検者 25.9％と他の群に比べて極めて

低く、家族には相談がしにくい状況にあるこ

とが示された。検査と共に相談等の支援に関

する社会環境の整備が重要といえる。 

 

4 郵送検査受検者への対応 

保健所等での HIV 検査件数は 2008 年の

177,156 件をピークに激減している。2012 年

の検査件数は 131,235 件で、2008 年のピーク

時から約 46,000 件(25.9%減)の減少となって

いる。保健所等での HIV 検査件数が減少傾向

にある一方で、HIV 郵送検査件数は 2011 年ま

で年々増加を続けていることが、HIV 検査体

制に関する研究班から報告されており、2012

年も 65,000 件を超える利用となっている。郵

送検査は、自宅で検査ができるため、匿名性

や簡易性、時間的制限がないことなどがメリ

ットであると考えられている一方で、HIV 検

査前後の対面での説明や相談、陽性であった

場合の医療機関へのフォローアップがしづら

い、検査キットの公的な精度管理が実施され

ていないといった懸念が指摘されている。日本

では MSM、セックスワーカー、若年層などの

個別施策層に対する HIV 検査受検の促進が課

題となっているが、郵送による HIV 検査を利

用した受検者や保健所等を利用した受検者の

特性については明らかになっていない。 

本研究班では、受検者にとって有用な HIV

検査となることを目標に、保健所や公的検査機

関および郵送検査による HIV 検査を利用する

受検者に質問紙調査を実施し、その特性を把握

した。郵送検査受検者の特徴として、保健所等

および公的検査機関に比して、一人暮らしの割

合や既婚者割合、初めて受検する割合、金銭を

払った性経験や金銭をもらった性経験の割合

などが他の検査機関の受検者に比べて高い傾

向にあり、これらの受検者層が郵送検査を自発

的に選んでいる傾向が伺えた。その一方で、相

談場所の認知が低いことも示された。郵送検査

においては対面支援が困難であることから、受

検する前後、特に結果を知らせる場面での情報

提供が重要となる。しかし、他の検査機関の受

検者でも相談場所を知らない受検者は 6 割近

くを占め、家族や友人に相談できない割合も半 
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数を占めており、いずれの検査機関においても、

受検者のこうした状況を踏まえた支援の対応

が望まれる。 

 

5.MSM の行動科学調査および介入評価研究 

2011年度に実施した成人男性39,766人を対

象としたインターネット調査では、MSM は

4.6％であることを示した。2013 年度に再び A

社保有のニター登録者(調査実施時点の 20 歳

から59歳のモニター登録者数は2,074,265人)

から男性 31,192 人、女性 30,682 人を抽出し、

スクリーニング調査を実施したところ、MSM は

4.1％で、2011 年度とほぼ同様の結果を得た。

また、本年度調査では、同性と性行為をする女

性、金銭を払った性経験を有する男性(性産業

を利用する男性)、金銭をもらった性経験を有

する女性(性産業に従事する女性)等について

もスクリーニング調査によりその割合を把握

することができた。これらの情報はエイズ予防

指針にある個別施策層のエイズ対策を検討す

る上で、例えば人口規模等を推定するなどの点

で有用なデータと考える。 

1 社のみのモニター登録者という点では、調

査における代表性に課題があるが、当研究班で

これまでに行ってきた商業施設利用者を対象

としたバー顧客調査やクラブイベント参加者

の調査とは異なり、一般集団へのスクリーニ

ング調査で得た MSM を対象とした行動調査を

可能としている。2011 年度調査では、商業施

設を利用するMSMは利用しないMSMに比べて感

染リスク行動や性感染症既往歴が高いことを

示し、2013 年度調査でも同様の結果を得てい

る。このことはMSMにおけるHIV感染対策には、

商業施設利用者を対象とした啓発が重要であ

ることを示唆している。 

商業施設やそれらが集積する地域において、

CBO は施設や利用者との関係を構築し、ボラン

ティアスタッフと共に資材をアウトリーチす

る啓発活動を展開している。この取り組みは今

後も継続していくことが必要と考える。 

本研究班の前身の研究班では、1999 年にゲ

イ・バイセクシュアル男性を対象としたクラブ

イベント参加者を対象にした質問紙調査を行

い、およそ 500 名の MSM から回答を得た。これ

は MSM を対象とした日本で初めての性行動等

の調査と言える。その後、これまでの間に、バ

ー顧客への質問紙調査、携帯電話を用いた

RDS(Respondent Driven Sampling)法による質

問紙調査などを行い、多様な MSM の検査行動、

予防行動を把握するための調査を CBO と共に

開発実施してきた。この 3年間の研究では、各

地域の CBO を基点としたコミュニティベース

の横断調査を、インターネットを介して実施し、

その調査参加者に継続して間歇的に行うパネ

ル調査への参加を募る追跡調査を考案した。

2011 年度に横断調査からパネル調査に移行す

るシステムを検討し、2012 年度は横断調査を 6

地域で実施し、4 回のパネル調査を試行した。

4 回のパネル調査継続率は 60％強と有用であ

ることが示され、2013 年度は 2-3 か月毎に 3

回のパネル調査を計画し、調査の間に CBO の啓

発プログラムを挟み込んで、その有効性を評価

する予定であった。しかし 2013 年度は、予算

縮減により計画した回数のパネル調査を実施

することができず、また調査参加者への謝礼も

減額したことで分析に必要な参加者を得るこ

とができなかった。しかし CBO の啓発プログラ

ムの前後にパネル調査を行うことで、同一人か

らプログラム暴露の情報と行動の変化を得る

手法は、CBO による介入効果を把握する上で有

用であることがわかった。特に東京、大阪など

の大都市ではパネル調査参加者が一定数得ら

れるため介入効果を評価することが比較的可

能である。他の地域ではこの点を改善していく

ことが必要であった。 

 

6.アジアの MSM における HIV 感染拡大 

タイ、中国、台湾をはじめとするアジアの各

地域では、MSM における HIV 感染が拡大してい

る。MSM の国内移動、海外移動に伴う HIV 感染

への対策も今後は必要となる取り組みである。

日本の人口規模のおよそ 1/6 の台湾では、MSM

におけるHIV/AIDS報告数が2008年まで日本と

ほぼ同じ推移で増加してきたが、2008 年から

の 5年間は日本が横ばいに転じ、台湾との報告

数の差は 1923 人少ない報告となっている。も



し、日本が台湾と同様の推移をたどると、この

5 年間の報告は現状よりも 1923 人多い報告と

なっているともいえる。HIV 感染症の生涯医療

費はおよそ 1億円とも推定されており、単純計

算ではあるが、この 5年間に 1923 億円の医療

費が抑えられたことになる。MSM への HIV 感染

対策研究班が開始された2002年から2013年ま

でに同性間感染対策にかけた事業費や研究費

をはるかに超える金額である。 

日本で男性同性間の HIV/AIDS 報告が横ばい

に転じた背景には、予防啓発、検査体制、医療

体制などの相加的な効果が考えられる。特に当

事者 CBO による男性同性愛者等への予防啓発

が予防行動や検査行動を向上させ、感染者や患

者の増加を抑えていることが推察される。近年

のアジア地域における同性間感染の増加の背

景には、同性愛者等への偏見・差別に基づく対

策の遅れがあげられる。戦略研究や本研究班で

の当事者 CBO と研究者および保健医療職者が

協働した体制での研究は、MSM への偏見・差別

が強いアジア地域の参考となるものと考える。

モンゴルでは、近年 MSM の間で急速に HIV 感染

が拡大していることから、市川、岡らは、当研

究班のCBOや研究者とモンゴル国のNGOや国立

感染症病院の医師との交流により、当研究班で

MSM を対象に実施してきた Living Together 

計画や戦略研究での啓発手法をモデルとした

啓発活動がモンゴル国に導入され、実施されて

いる。この活動には、WHO、UNAIDS、モンゴル

保健省が関心を寄せている。 

日本の最近の動向では、滞日外国籍の男性同

性間感染が増加していること、また本研究でも

示したように MSM の若年層で感染者が増えて

きており、地方では、AIDS 患者で報告される

割合が 40-50％を占める場合もあり、MSM を対

象とした一層の取り組みが望まれている。当事

者 CBO による予防啓発活動、そして CBO 参加型

の調査研究により効果評価と対策の方向性を

探る研究班は今後も重要と考える。 

 

7.自己評価 

1)達成度について 

保健所等の HIV 検査受検数および受検者質

問紙調査は研究2年度目に目標の6地域で実施

が可能となり、CBO 啓発資材や検査広報によ

る MSM の受検動向を把握することが可能とな

った。しかし、本年度は研究費の縮減により

調査期間を 6 か月に縮小したため年間を通し

た評価が困難となった。 

またゲイコミュニティでの横断調査後に継

続調査参加者を募るパネル調査を 2 年度目に

確立し、本年度は CBO が行う啓発活動と連動

させて資材認知や行動の変化を把握する計画

とし、横断調査、パネル調査の参加者を増や

す予定であったが、予算縮減のため前年度よ

り規模縮小の調査となった。 

CBO 等の啓発プログラムの有用性を把握す

る方法として、保健所受検者アンケートおよび

MSM 集団のパネル調査を開発した。保健所等の

HIV 抗体検査受検者アンケートは、大阪府・大

阪市が独自に継続しており、当研究班が分析面

で今後も協力する予定である。 

2)研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

宮城、首都圏、東海、近畿、愛媛、福岡、

沖縄の7地域でCBOの啓発活動の企画・実施と

その評価を行う研究が、研究者と CBO やゲイ

コミュニティとの信頼関係の下に行われ、さ

らに行政担当者を加えた「MSM の HIV 感染策の

企画、実施、評価の体制整備」は、MSM のエイ

ズ対策を進める上で社会的意義は大きい。 

MSM 人口を推定し、HIV、AIDS の有病率や発

生率の動向を明らかにしたことは地域、出生

年代の比較を可能とした。また、保健所等の

HIV 検査や郵送検査の受検者を対象にした大

規模な調査は戦略研究の経験に基づいて行わ

れたが、受検者特性や HIV 陽性判明に関連す

る要因を明らかにした研究は見当たらない。 

 

E.結論 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元 

2006-2010 年まで実施された戦略研究の成

果および戦略研究後に継続された事業や研

究の成果について報告した。 

1)首都圏では、MSM の検査促進に協力のあっ

た保健所を、阪神圏ではクリニックを定点と



し、MSMが利用する商業施設やWebサイトへ

の啓発介入により HIV 検査受検促進を図っ

た。HIV 検査受検者アンケートでは、戦略

研究独自の啓発資材認知が MSM 受検者にお

いて特異的に上昇した。首都圏の定点保健

所では、受検者に占める MSM 割合および男

性受検者の HIV 陽性割合が上昇し、また

2010 年のエイズ患者報告数は推計値より

16.1%減少した。阪神圏では定点クリニック

の受検者に占める MSM 割合が上昇し、陽性

割合も 5％と高かった。しかし、2010 年の

エイズ患者報告数は推計値を超え、受け入れ

キャパシティの大きい保健所等での受検体

制を構築できなかったことが影響したと考

える。 

2)首都圏で2ヵ月ごとに4種の介入資材を広報

した「エイズ発症予防『できる！』キャンペ

ーン」は、バー顧客調査でその資材を 1つ以

上認知した割合が新宿地域 71.9％、新橋地

域 67.7％、横浜地域 62.0％、上野浅草地域

59.3％であり、訴求性があった。介入資材

認知群は非認知群に比して、生涯および過

去1年間のHIV検査受検割合が有意に髙く、

また過去6ヶ月間のHIVやエイズに関する対

話経験、周囲の HIV 感染者の存在認識の割

合が資材認知に関連していた。 

3)エイズ予防のための戦略研究で開発され施

行されたプログラムは、一部は厚生労働省

の委託事業として、また当研究班での継続

研究として、首都圏、阪神圏において継続

され、また他の地域にも導入された。 

Ⅱ.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究 

7 地域の CBO は、商業施設、メディア、Web

などのネットワークを介して、それぞれの地

域の MSM に向けた様々な取り組みを継続し、

新たな取り組みを試行した。 

東北(仙台)、首都圏、東海(名古屋)、大阪、

福岡、沖縄、愛媛の7地域のCBOは、地域の殆

どの商業施設と関係を構築した。CBO は、商業

施設やメディア、Web などのネットワークを介

して、HIV 感染と AIDS 発症を抑えるために、

予防や HIV 検査受検を啓発する資材等のアウ

トリーチを行った。また CBO は、地域の MSM

に向けたエイズ対策を促進するため、CBO と

自治体・保健所等が連携する体制づくりを進

めた。7地域で、自治体・保健所の HIV 抗体検

査担当者への MSM 対応の研修会の実施、保健

所のHIV抗体検査をMSMに向けて広報する資材

を作成し、商業施設への配布を行った。 

Ⅲ.MSM における行動科学調査および介入評価

研究 
1.成人男性に占める MSM 割合と行動に関する
研究 

1)全国の成人男性を対象とした郵送法による
質問紙調査 
成人男性における MSM の割合は 2009 年調査

では 2.0％、2012 年調査では 2.7％であった。 

2)全国の成人男性・成人女性を対象としたイン

ターネットによる質問紙調査 

A 社保有のモニター登録者を住民基本台帳

を基に 47 都道府県と年齢階級で層化した 20

歳から 59 歳について MSM のスクリーニング調

査を実施した。2011 年度は男性 40,120 人から

有効回答 39,766 人があり MSM 割合は 4.6%

（n=1,844、95%C.I.; 4.4%-4.8%）であった。

2013年度は同様に成人男性31,192人を抽出し、

MSM は 4.1％でほぼ同値であった。ゲイ向け商

業施設を利用したことがある MSM は 2011 年調

査で 34.6%、2013 年調査で 35.9％とほぼ同値

であった。ゲイ向け商業施設利用者は、性感染

症既往率や感染リスク行動が高く(2011 年調

査)、商業施設利用者を対象とした啓発介入の

重要性が示唆された。 

2.コミュニティベースの携帯電話による性の

健康に関する質問紙調査(GCQ アンケート) 

MSM 対象の横断調査後に継続パネル調査を

実施し、間歇的に行うパネル調査と CBO の啓

発活動を連動させて効果を評価することが可

能となった。2012 年は、横断調査で 3,027 件

の回答を得、うち 1,803 名が追跡パネル調査

参加に同意し、4回にわたるパネル調査に 650

名（64.5％）の回答があった。2013 年は 2012

年を超える横断調査とパネル調査の参加者を

得たが、予算縮減により協力謝礼とパネル調査

回数を減らしたため CBO の介入と連動した評

価ができなかった。横断調査に続いて実施する



追跡パネル調査は資材認知や行動の変化を把

握する手法として有用である一方、参加者を拡

大する工夫が必要である。 

3.MSMにおけるHIV/STD感染の動向に関する研究 
1)感染症発生動向調査からみた MSM における
HIV/AIDS を含む性感染症の発生動向 
MSM における B 型肝炎は 7 例(2006 年)～19

例(2008 年)の範囲で推移していたが、2011 年
23 例、2012 年 30 例と増加した。また梅毒は
52(2003年)～71例(2005年)の範囲で推移して
いたが、2008 年 132 例に急増し、2012 年は 277
例と増加傾向にあった。他の性感染症では大き
な変化は見られなかった。 
2)MSM における HIV 感染者、AIDS 患者の推定有
病率と推定発生率の動向 
地域ブロック別の成人男性に占める MSM 割

合と国勢調査に基づく人口から MSM 人口を推
定し、エイズ発生動向調査にある MSM の HIV
感染者、AIDS 患者報告数から MSM 人口 10 万対
の推定有病率、推定発生率を算出した。HIV 有
病率は東京都が最も高く 1,438.8、次いで近畿
555.6、東海 384.8、九州 258.8 で、AIDS 有病
率は東京都が最も高く 329.7、次いで東海
161.2、近畿 139.4、九州 97.4 であった。 
HIV 感染者発生率は上昇傾向で、最も上昇して
いたのは九州、次いで東海、中国・四国、近畿
であった。AIDS 患者発生率は、2011 年に東海、
九州地方が東京や近畿と同程度となっていた。 
3)日本国籍 MSM における出生年代別 HIV/AIDS
の動向分析 

20-59 歳の MSM について、出生年代別に MSM

推定人口 10 万対の HIV 感染者数（HIV 発生率）

およびAIDS患者数(AIDS発生率)を求め年次動

向を明らかにした。出生年代別 AIDS 発生率の

年次推移は、1950 年代生まれを除く年代は増

加傾向であった。出生年代別 HIV 発生率は、

1980 年代生まれの若い年齢層でも著しい増加

が示された。 

4.保健所等の HIV 抗体検査受検者を対象とし

た質問紙調査 

保健所等の受検者への質問紙調査を 6 地域

83 施設で実施し、受検件数の動向、MSM をはじ

めとする受検者層の特性を把握した。 

(1)2012 年(1-12 月)、2013 年(1 月-9 月)の受

検者中のMSM割合は、宮城県内10.8%、12.3%、

東京都内 14.3%、15.4%、南新宿検査・相談

室 26.5%、26.9%、神奈川県 10.7%、12.2%、

千葉県 7.7%、6.0%、愛知県 13.9%、15.6%、

大阪府内 11.0%、13.0%、chot CAST なんば

15.0%、17.3%、福岡県内 14.0%、14.7%、沖

縄県内 22.2%、19.9%であった。郵送検査で

は 5.8%、5.8%であった。 

(2)いずれの地域もMSM向けCBO資材の認知は、

MSM 受検者に特異的に高く、地域によっては

MSM 割合と CBO 資材認知が連動していた。 

(3)HIV 陽性判明報告のある保健所の受検者特

性として、MSM であること、居住地が他地域

であることが挙げられた。HIV/AIDS の多く

を MSM が占める現状から、HIV 感染の早期発

見にはこれらを指標として検査環境を改善

していく必要がある。 

(4)HIV 陽性判明を想定した場合の受診行動に

は、家族や周囲の友達の支援、相談先など

の社会環境の整備が関連していた。一方で

MSM や性産業従事女性は家族への相談がし

にくいと感じており、相談先などの社会環

境の整備が重要と考えられた。 

(5)郵送検査(1 社)の受検者では MSM の割合は

6％程度であるが陽性の結果はすべて男性で

あった。郵送検査では、一人暮らしや既婚者

の割合、初受検者割合、金銭を払った性経

験や金銭をもらった性経験の割合などが保

健所等の検査機関の受検者に比べて高く、

これらの受検者層が郵送検査を自発的に選

んでいる傾向が伺えた。他の検査機関も含

め受検者への支援情報の提供が必要と思わ

れる。 

5.ロジックモデルを用いたCBOによるHIV啓発

活動のプロセス評価 

CBO がプログラム対象についてどのように

理解してプログラムを運営しているのかを記

述し、スタッフが個々に持っていたアウトリ

ーチプログラムに関する理解を可視化し、モ

デルに基づいた評価指標を提示した。 

Ⅳ.自治体における MSM の HIV 感染対策構築に

関する研究 

当事者参加型の体制に地域のエイズ担当者

を加え、保健所等のHIV検査体制とCBOの広報

活動の連動、受検者動向調査や MSM の行動調

査等の分析結果を共有する体制を構築した。 
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